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目次（10月臨時会）




○上程案件

議案第71号　財産の売却処分について

議案第72号　1962 年度那覇市歳入歳出追加更正予算

議案第73号　那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

議案第74号　損害賠償の決定について

○会期日程




～～～～～～～～～～～～～～～




10月16日（初日）

○出欠議員氏名・説明のための出席者・事務局出席者

○議事日程（第１号）・会議に付した事件

○開会 

○諸般の報告 

○議案等の送付並びに同説明員の委任及び嘱託通知

○会議録署名議員の指名 

○会期の決定 

○台風23号テイルダの災害復旧及び救助対策について

○提案理由説明

名城嗣夫議員

○議案上程（議案第71号）

○提案理由説明

○質疑

○委員会付託

○議案上程（議案第72号）

○提案理由説明

○質疑

○委員会付託

○議案上程（議案第73号）

○提案理由説明

○質疑

○表決

○議案上程（議案第74号）

○提案理由説明

○質疑

○委員会付託

○議案上程（米国調査団に対する要請決議）

○討論

○表決

○散会




～～～～～～～～～～～～～～～




10月21日

○出欠議員氏名・説明のための出席者・事務局出席者

○議事日程（第２号）・会議に付した事件

○開会 

○諸般の報告 

○日程第１の題目訂正

○議案上程（施政権の返還並びに財政経済援助に関する要請決議）

○提案理由説明

○討論

○委員会審査報告

○建設委員長報告（議案第74号）

○質疑

○委員会審査報告

○総務委員長報告（議案第71号）

○質疑

○討論

○表決

○動議（名城　嗣夫議員）予算組替えの要求動議

○表決

○訂正案上程（議案第72号）

○提案理由説明

○表決

○緊急質問（大山　盛幸議員）

○委員会審査報告

○経済民生委員長報告（日程第5～7号陳情）

○質疑

○閉会







議案第７１号

財産の売却処分について

　市有地を下記のとおり売却処分するものとする。

１９６１年１０月１６日提出

那覇市長　　　兼次佐一

記

１　売却に付すべき地番　　　崇元寺町１丁目地先埋立地（別紙図面参照）

２　売却に付すべき地積　　　４０１坪

｛区画整理地域祟元寺工事ブロック番号５９及び６０、換地予定地積｝

３　売却の方法　　　　　　　随意契約

４　契約の相手方
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　ただし売却坪数については実測の上若干の変動あるものとする。




提案理由

　台風災害復旧事業費に充当するため本案を提出する。







祟元寺町１丁目地先埋立地
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１９６２年度那覇市歳入歳出追加更生予算

歳入

議案第７２号
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歳出
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議案第７３号

那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例の制定について




　那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。

１９６１年１０月１６日提出

那覇市長　兼次佐一

（提案理由）

　消防職員以外の本市職員の休日が改められたので、消防職員の休日もこれと同一にする必要があるので本案を提出する。







那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例




　那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例（１９６０年那覇市条例第１３号）の一部を次のように改正する。

　第７条を次のように改める。

（休日）

第７条　毎日勤務者の職員の休日は、次のとおりとする。ただし、休日が日曜日にあたるときは、その日の後において最も近い休日でない日をもつてこれにかえる。

元日　　　　　　　　　　　　　　１月１日

成人の日　　　　　　　　　　　　１月１５日

春分の日　　　　　　　　　　　　春分の日

琉球政府創立記念日　　　　　　　４月１日

天皇誕生日　　　　　　　　　　　４月２９日

こどもの日　　　　　　　　　　　５月５日

那覇市制施行記念日　　　　　　　５月２０日

慰霊の日　　　　　　　　　　　　６月２２日

お盆の日　　　　　　　　　　　　旧暦７月１５日

としよりの日　　　　　　　　　　９月１５日

秋分の日　　　　　　　　　　　　秋分の日

体育の日　　　　　　　　　　　　１０月第２土曜日

文化の日　　　　　　　　　　　　１１月３日

勤労感謝の日　　　　　　　　　　１１月２３日




付則

　この条例は、公布の日から施行する。

―――――――――――――――



議案第７４号

損害賠償の決定について




　５８年３月１０日泉崎橋新設工事により電力公社所有の送電塔に与えた損害について次のとおり賠償することに決定する。

１９６１年１０月１６日提出

那覇市長　兼次佐一




記

１　損害を与えた年月日　　　１９５８年３月１０日

２　損害を与えた原因　　　　泉崎橋新設工事

３　損害の模様　　　　　　　橋脚工事のため地下送電塔付近を堀下げ中、突然送電塔が傾き、一時送電中止となる事態を招き、公社の要請で軍によつて応急処置がとられた。

４　賠償額　　　　　　　　　＄５，４１１．５７

５　賠償先　　　　　　　　　琉球電力公社

６　支出費目　　　　　　　　第１３款　諸支出金

第８項　　賠償金

第１目　　賠償金

第２９節　　賠償及び償還金

（提案埋由）

　５８年の３月１０日泉崎橋新設工事施行中（請負者国場組代表者国場幸太郎）に電力公社所有の送電塔（№５５番塔）に損害を与えたため、公社から損害賠償金の請求を受けていたが、現在までこれを慎重に検討した結果、政府賠償法第２条の規定により市が賠償の責に任ずべきであると解されるので、賠償の決定について議会の議決を得たいので本案を提出する。




高圧線塔見取図




（１５頁へ）




１９５８年３月１５日

那覇市長　兼次佐一　殿




琉球電力公社

出納官秘書　　長嶺ふみお

拝啓

　１９５８年３月１０日新泉崎橋工事現場における那覇市建設工事のために５５番送電塔の基礎に甚大なる損傷を与へた。この事は牧港発電所以南の軍民両需要物に対して少からぬ損失を与へたものである。送電中断は約２時間継続しその間の電力販売及び軍民両生産部面に於ける損失は数千弗の多額にのぼるものである。５５番送電塔を再設置するため臨時の宇廻線用の塔を布設する応急処置が講ぜられている。同塔の新位置は再設置するため僅か二三呎程度離れるが、一応同塔は撤去され橋梁建設を続行しても今後塔の基礎を破損せぬ様塔の橋及び久茂地側土手際に基礎打込保護を行う。貴役所の代表者に現在行われている応急処置の件について通告しておいたが、この修復工事に要した経費は全て貴役所の負担となることをこゝに更めて通告するものである。

敬具




米国調査団に対する要請決議書




今回米国貴調査団が遠路はるばる御来島下さいました事を心から歓迎致します。来島早々昼夜の別なく真しな御調査をなされておるその御労苦に対し満こうの敬意と感謝を申上げる次第であります。この機会に那覇市において多年に亘り訴えて来ました下記重要懸案を速かに解決して頂く様その実態を御調査下されたく、那覇市第４７回議会の決議を以つて要請致します。

記

１．水道公社占有水源地（比謝川、長田川）の那覇市への譲渡並びに水源開発に関する技術的援助について

２．高圧線の地下埋設について

３．国場川油送管下の川口拡張について

４．与儀在のガソリンタンクの早期移転方について

５．軍１号線道路の地下道設置について

６．安謝港湾の浚渫並びに埋立について

７．小禄地域にけるゼツト機の騒音防止について

８．１号線を以つて遮断される夫婦岩に通ずる汐亘り橋排水溝の開通について

９．市内軍用道路の排水溝施設の完備並びに軍施設間から民間地域に通ずる排水施設の完備について

１０．首都建設委員会において策定された首都建設事業１５ケ年計画実現のための早期財政援助について

１９６１年１０月１６日




施政権の返還並びに財政経済援助に関する要請決議書

この度来島されました貴調査に対し卒直に住民から見た琉球を進言し米琉双方の理解の上にこそ真の住民福祉と経済の発展がもたらされると言う理念から幾多の重要案件中、当面する下記三項目を具申し、萬難を排し、その早期実現に鋭意努力して頂きますよう、那覇市第４７回議会の決議により要請致します。

１．施政権の返還について

施政権の返還は琉球住民の願望であり之が早期実現を多年に亘り訴えて来たものである。琉球住民の福祉向上と経済発展の基本的理念は飽く迄もその施政権の返還によつてのみ安定した諸政策が樹立するものである。次の時代を背負つて立つ青年の思想が民主主義の教育理念と現実との余りにも大きな喰違いに疑惑を抱き、遂年荒びつゝある現状は等閑視出来ない重大な問題だと思料する。尚且つ施政権の返還に発達して極東の危機が去る迄琉球を保有するとの事で米国政府が如可様に正当づけて、その返還を遷延しても琉球全住民の意志はこれを納得することは出来ない現状である。

２．琉球の財政援助について

１９６３年度に於ける日本政府に対する琉球政府の５０億円の援助要請案を削除し９億円の枠に縮少する内示をしたことに対しては那覇市議会は納得出来ない。米国政府は琉球政府要請案による援助を全面的に実現するよう強く

要請する。

３．パインの貿易自由化について

戦後の新興産業として発展して来たパイン産業は日本政府の特定物資臨時輸入措置法の実施によつて保護育成され今や琉球の重要産業として糖業と共に琉球輸出経済の中枢をなしているものである。然るに日本政府において前記の特定措置を解き、これを自由化されることは正に琉球経済の破綻である。これに伴う人心の動揺も亦ゆゝしき社会問題であり、現下の施政権者である米国政府は民生の安定と福祉向上の立場から民意を尊重し日本政府に対し、これが貿易自由化を阻止すべく強力に折衝なさしめると共に貴職外御一行の絶大なる助言を得たい次第である。




１９６１年１０月２１日　提出

高圧線塔見取図
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１９６１年１０月１６日






○出席議員（２４名）





	　１番
	大山盛幸君
	２３番
	安見福寿君


	　２番
	森田孟松君
	２４番
	赤嶺慎英君


	　３番
	又吉久正君
	２５番
	赤嶺一男君


	　４番
	武村朝良君
	２６番
	比嘉長四郎君


	　５番
	楠見長礼君
	２７番
	比嘉佑直君


	　６番
	渡口麗秀君
	２８番
	平良亀助君


	　７番
	上原隆正君
	２９番
	具志栄治君


	　８番
	名城嗣夫君
	３０番
	赤嶺保三郎君


	１０番
	辺野喜英興君


	１３番
	儀間真祥君


	１６番
	金城武一君


	１７番
	宮里敏慶君


	１８番
	友利栄吉君


	２０番
	久高友敏君


	２１番
	金城吾郎君


	２２番
	黒潮隆君




―――――――――――――――

○欠席議員（６名）





	９番
	金城力夫君
	１４番
	高良一君


	１１番
	平良真次郎君
	１５番
	久場景善君


	１２番
	真栄田義晃君
	１９番
	喜久山朝重君










月

月

○市町村自治法第６１条による出席者





	市長
	兼次佐一君


	助役
	仲原英通君


	助役
	義永栄善君


	収入役
	屋富祖太郎君


	総務部長
	崎浜国宏君


	建設部長
	大城竜太郎君


	企画室長
	島袋信夫君


	総務課長
	宮平勝哉君


	財政課長
	宜野座朝恭君


	課税課長
	仲里徳男君


	徴収課長
	普久嶺則明君


	土地課長
	当間林徳君


	民生課長
	中村幸永君


	衛生課長
	比嘉政謙君


	戸籍課長
	野村安彦君


	労政課長
	真栄里思温君


	泊港務所長
	山里将和君


	商工観光課長
	小松能松君


	庶務課長
	伊波広定君


	都市計画課長
	知念英五郎君


	土木課長
	安里一郎君


	建築課長
	玉城栄盛君


	区画整理課長
	翁長助栄君


	水道第一課長
	国吉長成君


	出納室長
	平田つる子君


	首里支所長
	又吉盛弘君


	小禄支所長
	上原次郎君


	真和志支所長
	富山嘉仁君





	農林水産課長
	渡久地敬正君


	消防副隊長
	仲本興徳君







―――――――――――――――




○事務局出席者


	局長
	友寄隆次郎君


	庶務係長
	新垣襄二君


	調査係長
	新垣繁君


	書記
	比嘉朝興君


	書記
	山城正信君


	書記
	長嶺善勇君


	　雇
	徳村政保君









１９６１年第４７回那覇市議会（臨時会）議事日程第１号

１９６１年１０月１６日（月）午前１０時開議




第１　　　今期議会の会議録署名人選挙

第２　　　今期議会の会期を定めること

第３　　　台風２３号デイルダの災害復旧及び救助対策について

（４番議員外２５名提出）

第４　　　財産の売却処分について

（市長提出議案第７１号）

第５　　　１９６２年度那覇市歳入歳出追加更正予算

（　　　〃　　第７２号）

第６　　　那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

（　　　〃　　第７３号）

第７　　　損害賠償の決定について

（　　　〃　　第７４号）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○本日の会議に付した事件

第１　　　今期議会の会議録署名人選挙

第２　　　今期議会の会期を定めること

第３　　　台風２３号デイルダの災害復旧及び救助対策について

（４番議員外２５名提出）

第４　　　財産の売却処分について

（市町提出議案第７１号）

第５　　　１９６２年度那覇市歳入歳出追加更正予算

（　　　〃　　第７２号）

第６　　　那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

（　　　〃　　第７３号）

第７　　　損害賠償の決定について

（　　　〃　　第７４号）

第８　　　米国調査団に対する要請決議

（２５番議員赤嶺一男外８名提出議案第１３号）



第４７回那覇市議会）（臨時会）日程計画表









	年

	月

	日

	曜

	区別

	日程




	１９６１

	１０

	１６

	月

	本会議

	議案上程、説明、質疑委員会付託




	〃

	〃

	１７

	火

	委員会

	委員会付託事件の審査




	〃

	〃

	１８

	水

	〃

	〃




	〃

	〃

	１９

	木

	〃

	〃




	〃

	〃

	２０

	金

	休会

	委員長報告書作成のため




	〃

	〃

	２１

	土

	本会議

	議案上程（委員長審査程告）質疑、討論、表決














	以上　会期　

	自１０月１６日　

至１０月２１日　

	６日間　

	本会議　２日

委員会　３日

休会　　１日













第４７回那覇市議会（臨時会）会議録

１９６１年１０月１６日

（午前１０時０分　開議）






○副議長（大山　盛幸　君）

　開会いたします。

本日の出席１４名で定足数に達しておりませんので会議規則第９条第２項によつて延会いたします。

（午前１０時１分　延会）

（午前１０時７分　再会）



○副議長（大山　盛幸　君）

　再会いたします。

高良議長が九州市議会議長会臨時総会代行実行委員会に出席のため不在でございますので副議長が議長の任を代行いたします。

本日をもつて第４７回那覇市議会臨時会を開会いたします。

本日の出席２０名欠席１０名でありまして議会は成立しております。

欠席の久場景善議員が日本出張高良一議員も同様喜久山朝重議員は先刻みえておりましたが病気のため早退いたしております。

平良真次郎議員は家事のため出席いたしかねるという電話がございましたので御了承願います。

ただいまから本日の会議を開きます。

諸般の報告を申し上げます。

本月１３日付き那覇総々発第６５９２号をもつて市長から議長宛今期議会に付議する議案の送付について文書が参つておりますので念のため書記をして朗読いたさせます。

○書記（新垣　繁　君）　朗読







那総々発第６，５９２号

１９６１年１０月１３日

那覇市議会議長

高良一　殿

那覇市長　兼次佐一




議案の送付に付いて




　第４７回那覇市議会（臨時会）に提出する次の議案を送付しますからよろしお取り計らい下さるようお願いします。

記

台風２３号デイルダの災害復旧及び救助対策について




議案第７１号　　財産の売却処分について

 〃 第７２号　　１９６２年度那覇市歳入歳出追加更正予算

 〃 第７３号　　那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

 〃 第７４号　　損害賠償の決定について




○副議長（大山盛幸君）

　ただいま朗読いたさせました通りであります。

本議案はそれぞれ各位の御手元に配布いたしておきましたので後刻議題として御審議願うことにいたしますから御了承願います。

次ぎ本月１３日付き那議発第２２２号をもつて議長から市長宛今期議会の付議事件につき説明又は質疑のため法第６１条の規定に基づき説明者の出席要求いたしましたところ出席者の職氏各通知が参つておりますので書記をして朗読いたさせます。

○書記（新垣　繁君）







那総々発第６，５９５号

１９６１年１０月１３日

那覇市議会議長

高良一　殿

那覇市長　兼次佐一




議案説明者について（通知）




　第４７回那覇市議会（臨時会）に提出する議案

説明者として次の者を出席させます。

記





	市長
	兼次佐一君
	都市計画課長
	知念英五郎


	助役
	仲原英通君
	土木課長
	安里一郎


	助役
	義永栄善君
	建築課長
	玉城栄盛


	収入役
	屋富祖太郎君
	区画整理課長
	翁長助栄


	総務部長
	崎浜国宏君
	水道第一課長
	国吉長成


	建設部長
	大城竜太郎君
	出納室長
	平田つる子


	企画室長
	島袋信夫君
	首里支所長
	又吉盛弘


	総務課長
	宮平勝哉君
	小禄支所長
	上原次郎


	財政課長
	宜野座朝恭君
	真和志支所長
	富山嘉仁


	課税課長
	仲里徳男君
	消防副隊長
	仲本興徳


	徴収課長
	普久嶺則明君


	土地課長
	当間林徳君


	泊港務所長
	山里将和君


	商工観光課長
	小松能勝君


	農林水産課長
	渡久地敬正君


	民生課長
	中村幸永君


	衛生課長
	比嘉政謙君


	労政課長
	真栄里思温君


	戸籍課長
	野村安彦君


	庶務課長
	伊波広定君




○副議長（大山盛幸君）

　ただいま朗読いたさせました通りであります。よろしくお願いいたします。本日の議事日程は各位の御手元に配布いたしておきましたのでそれにより報告に替えます。




では議事に入ります。前に市長から御挨拶がございますので暫くの間御静聴をお願いいたします。

○市長（兼次佐一君）

　本日ここに第４７回那覇市議会の臨時議会を召集いたしました理由について申し上げますと、去る１０月の２日から３日に亘りまして来襲いたしました台風２３号によりまして那覇市におきましても少なからん被害を受けましたのでそれ等に対処するための予算の一部更正を必要といたしたことと、４番議員外２５名によりますところの臨時議会召集の要求があつた点以上の理由によりまして４７回の臨時議会を召集いたしたしだいでございます。

　つきましては御送付いたしておきました諸案件がそれぞれ緊急対策として最も必要な案件でございますので慎重審議の上早急にこれが実旋できるよう御協力お願い申し上げます。

（「１６番出席」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山盛幸君）

　ではただいまから議事に入ります。

日程第一今期議会の会議録署名人の選挙を議題として議長からお諮りいたします。

会議録署名人は従来選挙の煩を省略し議長から指名する慣例になつておりますが今期議会も左様取計らつて御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）



○副議長（大山盛幸君）

　御異議ないと認めた様に決し議長から御指名いたします。

３番議員又吉久正君１７番議員宮里敏慶君

１７番議員は欠席でありますので１８番議員の友利栄吉君お２人にお願いします。

（「１７番出席、２７番出席」）

○副議長（大山盛幸）

　次日程第２今期議会の会期を定めることを議題としお諮りいたします。休憩します。

（午前１０時１６分休憩）

（午前１０時２０分再開）

○副議長（大山盛幸君）

　再会します。

休憩中にお諮りいたしました通り日程を６日間にし１６日の本日を本会議、２１日の土曜日を本会議、１７、１８、１９を委員会２０日の金曜日は報告書作製のため休会、２１日を本会議、こういうふうに会期を持ちたいと思いますが御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）



○副議長（大山盛幸君）

　御異議ないと認め今期議会の会期を６日間とすることに決定いたします。あとで日程計画書はプリントにしておあげすることにいたします。







○副議長（大山盛幸君）

　次日程第３台風２３号テイルダの災害復旧及び救助対策について４番議員外２５名提出議案を議題として提案者の説明を求めます。



○名城嗣夫君

　日程第３の提案理由を御説明申し上げます。

台風２３号テイルダはさきほど市長の挨拶にもございましたように沖繩本島に甚大な被害を与えて去つたのであります。特に台風の目が南部地区を通過した関係で那覇市の被害総額は４２万ドルを起えるといわれているのであります。

那覇市議会議員であるわれわれといたしましては、その災害復旧並びに救助対策について当然早急に執行機関の方から臨時議会が召集の意思が表示がなされるものと期待しておりましたがその意を得ずして灰聞するところによれば予備費流用による救助対策を講ずると言うようなこともありまして災害対策について当局のみに任かすことは市民の立場からいろいろ問題があると思料いたしましたので早急に対策を樹立するために無所属クラブ４名が協議をしたのであります、で一応議会各派に協力を求め法定数以上の賛成をみて議会の請求をしたのであります。

　幸い当局におきましても台風２３号の復旧対策に対しては今期議案が提出されて、このことについては市民と共に喜びにたえない次第であります。

　従いましてわれわれとしては市当局から災害報告を詳細に聴取したのち当局で立案した災害対策関係予算を慎重に審議をし当局の立案予算が適切であれば満場一致そのまま承認することとし、もし議会側で不当であるという見解に立つた場合は１６９２年度予算等にも更に審議を加えて不急の経費を削減してその財源を捻出して災害復旧及び救助に対し最善の措置を市民のために講じたいので本案を提案した次第であります。

（「６番出席」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸　君）

　ただいまの説明で十分にその趣旨が分つたと思料いたしますので本件につきましては、特に予算面にその審議の焦点がしぼられると思料いたしますので、この日程第３はこの説明のままで終了したいと思いますが御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸　君）

　御異議ないと認めまして日程第３はただいま８番議員の説明によつて審議を終了することにいたします。




○副議長（大山　盛幸　君）

　次日程第４財産の売却処分について市長提出議案第７１号を議題として当局の説明を求めます



○総務部長（崎浜　国宏　君）

　只今上程になりました議案第７１号財産の売却処分について御説明を申し上げます。

　本案は台風災害復旧事業費に充当するため区画整理崇元寺工事区番号５９及び６０号の換地予定地積４０１坪の市有地を売却処分に付する議案であります。

　売却の方法としては随意契約でありましてその契約相手方を泊前通り会と隣接家屋所有主となつております。

　泊前通り会への売却地は中の橋際の角地で１４６坪となつておりますが、同通り会では会館の設置及び公衆便所等の設置を計画しているとのことで適当な契約相手方と思料致します。

　ついで隣接家屋所有主への売却地ブロツク番号６０の２５５坪についてでありますが、この地には琉球財産管理局との間で換地分区画整理事務が未了になつているため売却処分を一時保留した約８８坪を除いてあります。

　即ち同局との間で調整がつき次第追加売却処分をしなければならないものであります。

　次に売却価格につきましては財産評価委員会に於いてブロツク番号５９の地帯を最高５５ドルより最底４０ドル程度が適当であるとの審議決定にもとづき中の橋際よりの５０坪を坪当り５５ドル、次の５０坪を坪当り４５ドル残り４６坪を４１ドルと評価、平均坪当り４７ドル１７セントと算出したものであります。

　同じくブロツク番号６０の地域も最高坪当り４５ドルより４０ドル程度との審議決定を参考に角地の（イ）を坪当り４５ドルと４０ドルと平均坪当り単価４２ドル４７セントと評価し（ロ）、（ハ）の中間地帯をそれぞれ坪当り４０ドルとし（ニ）の部分に於いても４５ドルと４０ドルの平均坪当り単価４１ドル１２セントと評価したものであります。

　よろしく御審議をお願いします。



○副議長（大山　盛幸　君）

　本件について質疑に入ります。

○比嘉　朝四郎　君）

　質疑に入る前に台風被害の状況をつまびらかに市長さんの方から御報告していただきたいと思います。

○副議長（大山　盛幸　君）

　休憩いたします。

（午前１０時３１分休憩）

（午前１０時３２分再開）




○副議長（大山　盛幸　君）

　再開いたします。

質疑に入ります。

○楠見　長礼　君）

　当局にお尋ねしますると、災害救助法の第１９条によつて行政主席職権の委任があつたかどうか承りたいと思います。

○助役（仲原　英通　君）

　今の御質問は議題外と思います。

○楠見　長礼　君

　結局、売却に対して直接政府から職権の委任があれば救助法に繰りかえ支給の財源というものがあるわけですが‥‥‥

○企画室長（島袋　信夫　君）

　お答え申し上げます。

別だんありませんでした、災害救助法の一応適用について行政主席が発令することによつてはじめて当市のもつている災害救助の予算が旋行できるわけでございまして結局救助作業が完了したときに那覇市も含めて全島の救助法の適用と相なつた次第で別だん予算を執行する段階ではなかつたわけでございます。

○宮里　敏慶　君

　区画整理地域内にある、替費地を処分するときには区画整理事業に充当すべきだと思つておりますがこれを区画整理地域内の替費地を台風災害救助事業費に充当できるものかどうかお尋ねいたします。

○総務部長（崎浜　国宏　君）

　お答え申し上げます。つまりこの土地は区画整理地域内における市有地の部分を売却するわけであります。それで財産管理課の関係があるところの今後に残された換地処分ですね、その換地関係についてはのぞいてありますので十分に処分はできると思います。

○赤嶺　慎英　君

　本案は台風災害復旧事業費に充当するために提出されておりますが、市町村財政法の第９条によりますと災害に係る事務で市町村税法又は市町村交付税法によつてはその財政事情に適合した財源を得ることが困難なものを行えうるために要する経費で災害救助事業及び災害応急事業に要する経費は全部又は一部負担すると謳われております。

　そういう法によりましてお尋ねしたいと思うんですが那覇市の財源はですねこの場合財産をこの法律からいたしますと財産を売却してやるということは法の趣旨に合致するでありましようか。それを当局の御見解をお尋ねいたします。

○総務部長（崎浜　国宏　君）

　お答え申し上げます。財産の売却につきましては市町村の財政事情のたに財政が逼迫した場合は財産を処分すると言うのが原則であります。従つて今回復旧事業を成す場合にあたつて別に財源がなかつたわけでございます。

　別に財源があつた場合におきましては財産の売却処分ということをひかえめに勿論すべきでありますけれども、他に財源を求めることがなかつたので財産を処分をしてこの災害復旧事業に充てたわけであります。

　なお、財産法に謳つてありますところの負担の関係でありますが政府がやるべき場合においては、政府がやるべき財産負担と、市町村における財政は区分されたものでございまして今回市独自の立場で災害復旧を成す場合には財産の売却は処分することについては何等違法ではないと、こういうふうな見解をもつております。

○赤嶺　慎英　君

　ただいまの部長の御答弁は御最もであります。

本員が調べた範囲におきましては那覇市は市町村交付税法によるところの交付金が当初予算にもないようにみうけております。

　そうした場合に那覇市といたしましては財源が不足ということはないような感じがするわけです。

　そこら辺の論拠からいたしましてこの財政法によつては財政需要に適合した財源を得ることが困難な事業を行うための事業と言う場合はこういう法に適合する場合に交付金があれば本員の発言を取消します。

　その場合はそこに自然にゆとりがあるはずであります。

交付金はもらわん財産を売り払らつてそのつどこれをとりはなしてゆくということは市の財政上、将来ゆゆしい問題が起るのではないかと心配いたしてお尋ねいたしますが本員が申し上げた通り交付金はないのでございましようか、あれば取消します。

　それだけ那覇市の財源難ということはそこにおのずと財産を売り払うまでのなにをしないと将来困ると本員は考えます。

　以上の本員の見解に対して御答弁を望みます。

○総務部長（崎浜　国宏　君）

　お答え申し上げます。

市町村交付税の方は当初予算の方に交付税といたしまして４万８，６９３ドル計上してございます。

（「分りました」と呼ぶ者あり）

○森田　孟松　君

　当局にお伺いいたします。

この議案の説明を見ますとこのブロツクの５９、６０は換地予定地となつたと思つておりますがその経費が４００坪余りとなつております。

　ただいまの部長の議案の説明の中で財産管理云々の中で８８坪だけ保留してあるのでこれだけは売却してもいいというような説明のように受取つておりますが換地予定地は８８坪まではできるという見透しであるのかそれとも４０１坪というのはあれは換地予定地となつてあるのか。この辺についてお伺いして更に質問を続けたいと思つております。

○区画整理課長（翁長　助栄　君）

　区画整理の方から一応この売却の坪数についてお答えいたします。

　この４０１坪というのはつまり換地予定地でございます。

　勿論従前の地績つまり換地しない・・・・地積これによつて実際の売却は行われるわけでございますが今ここで換地予定地と申し上げますのは換地処分するまでは普通換地予定地とわれわれの方では取扱つておるわけであります。

　なお今先総務部長の方から国県有地の問題について少し御説明がございましたが、これは国県有地の最終的な換地の処分がまだ行われていないのでそれに係る部分だけ一応保留してあとで調整をするというわけであります。

　従つてこの４０１坪というのは従前の市有地の純然たる換地の予定地でございますのでこれには別だん支障はないわけでございます。

○森田　孟松　君

　ただいまの換地の問題についてややこしいと思うんですがこれだけの換地予定地を処分しても将来の事務に全然支障をきたさないと言う責任が持てるという立場に当局は立つているわけですか。

○区画整理課長（翁長　助栄　君）

　そういうわけでございます。

○金城　吾郎　君

　７１号議案を含めて市が売却した市有地は今度で何回目になりますか。




○総務部長（崎浜　国宏　君）

　４回目です。

○儀間　真祥　君

　お尋ねいたしますあの財源についてですけど、今先政府から市に委任されたかと言われておりましたけれども災害救助法というのが４５町村にすでに旋行されております。

　その意味でその災害救助法においてちやんと２万ドルの資金を準備して政府でやるのかそれからその金からして一応災害の場合には当然政府はその財源から出すべきだと思つておりますがその交渉段階はどうなつているかその点をお尋ねいたします。

○企画室長（島袋　信夫　君）

　災害救助法の適用の範囲になつておりますのは法律の中においていわゆる災害地の生活に必要な衣類、食物そういつたものを準備して支給するというのが大まかなねらいになつておりまして護岸道路その他の一般復旧旋設の復旧に対してはその対象になつていないわけです。

　従いましてさきほども申しあげました通りに災害救助法が発令されましたのは確か今月の４日か６日でありましてすでに那覇市としては災害救助作業は完了しておりました。

　ただ残されたのは護岸道路その他いわゆる恒久旋設その復旧対策費として今度予算措置として提出しているわけであります。

○儀間　真祥　君

今の御説明からいきますと一応市民の生活につながるところの問題はすでにすんでおつたとこの予算に組んであるのは護岸だとかあるいは公共建物そういうものであつて生活にかかわらないというような御説明であるようですけれどもこの場合に農作物の問題もあるしそれから倒壊した家屋の問題そういつたことがあつて当然この救助法の第１４条に謳われているように家屋の倒壊半壊は当然救助法によつて規定されているものにあてはまるんじやないかと思いますが

○民生課長（中村　幸永　君）

　お答え申し上げます。

災害救助法が１９６０年２月２３日立法第２号で公布実旋になつておりますがさきほどの御質問のように救助法が市町村に旋行されますというと市町村はその恩恵にあずからなければいかないということになるわけでございますが政府の方としては現在民政府の方から予算の折衝をしてまだこれという指示をやつてございませんが私が直接政府に行つていろいろ聞いてみますというとさきほど救助法の第１４条の話がございましたが救助の種類というものがございます。

それで政府の方としてはさしあたり仮住宅の設置とそれから食糧品給付について考えておるようでありますがそれについても４、５の前の新聞でも仮設住宅の割当は那覇市は７軒だとそういつたような記事が載つておりました。なお又ずつと前に物資の給付もやるようになつておりますがまだはつきりした指示を受けていません。私の方では那覇市の災害実情を報告いたしまして早く申請してやるんだということを申し上げたら向こうとしては予算の関係でまだ向こうが指示するまで待つておけといつたような現状でございます。そういうような意味合で政府の方の災害復旧に関する指示というのは私民生関係では聞いておりますがまだ通知も早やめにやるということは聞いておりましたがまだ現在今日に至るまで指示がございません。それで多分そういつたようなことについて２、３日中に指示があるだろうと思います。その外のことについては行政主席の指示によつてなされるわけでございますので、はつきりした指示をうけておりません。以上。

○名城　嗣夫　君

　企画室長にお尋ねいたしますが、ただいまの災害救助法が適用される前に護岸とか道路その他恒久建物以外の復旧は完了したということは間違ございませんか。

○企画室長（島袋　信夫　君）

　お答えいたします。完了したという語句のとらえ方がどういつた概念において質問をされておるか分りませんが一応市の方においてはすんでおつたとみているわけです。

○比嘉　朝四郎　君

　災害対策に充てるまでにおいて当初予算において不用不急経費がなかつたものかそういつたことを検討してからなお足らない場合に財産を処分すると言つた方法を講じられなかつたのかひとつ市長さんにお尋ねいたします。

○市長（兼次　佐一　君）

　災害を見越して年々おしよせてくる災害を一応当初予算編成において見越して災害対策費を予算にもつていたとしますならばあえてそのための予算措置を成す理由をもつて議会を召集せずにできたわけでございます。当初予算においてそれをもつていなかつたためにここに予算措置を成すための議会の招集を出しておるわけでございます。その場合台風による被害が予想されなかつたかということでございますならば予想されたわけでありますが当初予算の御審議を、御質問に立つておられる議員も御一諸におやりになつておられましてあの当時災害対策費として予備費的なものをもちうる財政的なゆとりがなかつたために費目存置の形をもつて予算を編成いたしていたような次第でございます。従いまして今回はあくまでもこの被害に対する対策のための予算の措置であります。ついでに申し上げておきますが政府の災害救助法によつて完全に災害を受けた人々に対するところの救助が確立いたしますならばあえて自治体においてただいま提案いたしておりますような処置をとる必要はなくなるわけでございます。今回那覇市が行おうとすることは政府の災害救助法によつては当然なしえないものに対しまして那覇市独自の立場においてこれが対策を成していこうとするものでありこの措置は那覇市をのぞき他市町村が一律にやつているものではないのであります。

那覇市は那覇市としての財政の許す範囲においてこのような措置をしていくというのが提案の主なものであります。その場合に他に財源を求めることについて不可能でございましたが故にその財源にあてるべくただいま提案してありますところの案件のような処置をとつて財源を求めたいこういう考えであります。

○比嘉　朝四郎　君

　私が申し上げるのはそういうわけではありません当初予算の中に不用不急の予算がなかつたかどうかたとえばこの間私に前の議会に出席してはおりませんが１４名の議員ですか野球を兼ねて日本に出張されると行政視察のために行かれるわけでありますが来年も行けることであります。できればああいつた予算もこの災害復旧費に入れてもらいたいということである勿論市長にこれは提案権があるもんだからそういつた場合には市民からはいわゆる市有地を売つて議員が出張したと解されても僕は仕方がないと思いますがそういういう点について市長にお伺いしているのであります。

○市長（兼次　佐一君）

　さきの答弁は御質問の内容を聞き違いまして申しわけございません。

当初予算並びにその后における当初予算を含めての御意見だと思います。議決予算において不用不急のものをあとまわしにするかあるいはとりやめて今回の予算の財源に充てることはできなかつたかという御質問のようでございます。そういつたような不用不急のものをみり出しているわけでございます。

ただいま御指摘されたところの問題につきましてはここに４番議員外２５名の災害復旧及び救助対策についてという議会召集の要求がございましたが、この要求の中にそのために予算の更正をすべく処置を講じてもらいたいとかその場合どのような面はあとまわしにするよう考慮に入れてもらいたいということは政策の分野でございましても希望として添えられたものではないかと思います。しかしながらお出しになられた議会招集の要求書の内容は失礼ではございますけれどもここに揚げられた議案説明がそのまま説明となつて参りましたのでその意思が十分くみとれなかつたわけでございます。

結論的に申し上げまするならば、ただいまの御質問は予算の審議の際において議会独自の立場に立つて御検討された場合に議会の意思はかくかくあるがこれに対しての当局の考え方をお聞きになられるのではないかと考えている次第でございます。

○比嘉　朝四郎君

　委員会が持たれていよいよ審議されるわけでございますが議会の意思がただいま申し上げた意思に立つた場合は市長さんはこれを修正するお考えがあるかどうかお伺いいたします。

○市長（兼次　佐一君）

　議会に関する予算についてその後情勢変更によつて更正を要求されたとき市長としては十二分にそれを尊重すべきだと考えております。

○赤嶺　慎英君

　当局に御希望を申しあげたいと思います。本員はこと財産の処分でありますのでこういう現実がつぎつぎとおきないとは誰も断言をすることはできないと思います。よつて本案の審議にも非常に参考になると信じられますので市長になられてからでもけつこうでありますからして市有地を処分した坪数金額、用途別にプリントして早急に委員会に間に合うように全議員にこれを配分していただくよう希望をいたします。

○平良　亀助君

　さきほどの説明に泊、美栄橋通り会のクラブ敷地ということを聞いておりますると私も今回の通り会の理事者の一人でありますがまだクラブ敷地の件は一向聞いておりません。クラブ敷地購入であれば勿論金の準備もあるわけですが今の通り会は任期もすぎてもそのままで有名無実なるようなかつこうになつていると私達は考えておりますがこれがさきほどの説明を聞きますとなにかクラブ敷地購入であるというようなことでありますけれどもこの点は明るくないようですから一応帰えつて調べてみますのでその間保留していただきたいと思います。

（「進行」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　日程第　４財　産の売却処分について市長提出議案第７１号は質疑続行のまま総務委員会に審査を付託して御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）



○副議長（大山　盛幸君）

　御異議ないと認めまして日程第　４財産の売却処分につきましては質疑続行のまま総務委員会に付託いたします。




○副議長（大山　盛幸君）

　日程第５、１９６２年度那覇市才入才出追加更正予算市長提出議案第７７号を議題として当局の説明を願います。



○総務部長（崎浜　国宏君）

　議案第７２号、１９６２年度那覇市歳入歳出追加更正予算についてを御説明を申し上げる前に訂正する個所がありますので御訂正をお願いします。

４款の土木費で４ページの安里橋上流とありますのは蔡温橋上流の間違でありますので御訂正を願います。　議案第７２号、１９６２年度那覇市歳入歳出追加更正について御説明を申し上げます。　本追加更正予算は去つた台風２３号テイルダの来襲によつて本市の被害が大きくこの被害を早急に復旧すべく本予算案を編成したのでありますが９月定例会直後の今日、財源捻出に検討を加えたのでありますが、一般的な財源の見透しがつかずやむをえず安里川改修工事に伴つて埋立した土地４６２坪８合　勺を処分して災害復旧事業費に充当することにしたのであります。またその他の財源として高圧線敷地の有地番無地番の軍用地料と神戸市よりの災害見舞金等財源総額３２，１５３ドルを見込むことができたのであります。

以上これを財源と致しまして歳出の災害復旧経費の主なものについて申し上げますと、土木関係では蔡温橋上流護岸災害復旧工事外三件と工事設計委託料等いずれも急を要する分については、１８，７６７ドルを追加計上したのであります。　民生関係については、３区在の愛生寮が被害を受けたのでその改築費５，２０１ドルをはじめ台風によつて被害を受けた住宅即ち全壊家屋１２８戸、半壊家屋２　６８戸で人員にして１，８５２に対し毛布及び米を支給する経費４，２５８ドル、民生関係総額９，４５９ドルを追加計上したのであります。　産業経済関係では農作物の被害が大きくその対策の一環として調合肥料を無償配付するための経費と被害を受けた漁船に対しての復旧補助金７，３９４ドルを追加計上してあります。　その他では小禄支所庁舎の修繕をはじめ掃除人夫賃、泉崎橋工事に伴う軍高圧線鉄塔移設の賠償金等を追加計上したのであります。　又財源不足を補塡するため予備費の５，９９５ドルと本庁構内へい工事３，５７０ドルを減額してあります。　以上予算について説明をおわります。　よろしく御審議のほどを御願い致します。



○副議長（大山　盛幸）

　質疑に入ります。

○宮里　敏慶君

　財源についてお尋ねいたしますが、軍用地賃貸料として１，６６１ドルそれから無地番賃貸料として９，７７０ドルで合計１万ドル余り計上されておりますが、これは当初予算に計上すべきものでなかつたかどうか、又新らしい軍用地料であるかどうかお尋ねします。

○土地課長（当間　林徳君）

　御説明を申し上げます。　この度計上されました軍用地料は６１年度の予算に計上された地料が未収になつていた分でございましてこれが６０年度の当初予算にも計上されていなかつたので計上してある分であります。　その内訳を申し上げますと普通財産収入の１，６６１ドルはこれは高圧線関係でございますが前には３０フイター計算でこれは支払われております。　前に計上されておりましたのは高圧線の巾員を３０フイターとして計上されていたわけであります。　ところがこれが４０フイターということになりましてこの間巾員１０フイターの差額が生じてきたわけでございます。　そのためにこれによつて巾員１０フイターの増加による差額分が５５年から５９年度分につきましては７７２ドル２３セント、６０年度分が２９６ドル３６セント、６１年度、６２年度同じであります。　これの合計がつまり５５年から５９年までの地料の増額分７７２ドル、６０年度から６１、６２年の３年度に亘りまして年間地料２９６ドル３６セントの増になるのであります。　その合計が１６６１ドル３３セントとなつているわけでございます。　この巾員の１０フイター増額というものが必然的に非細分地からのこの１０フイター分の減額となるわけでありまして前年度の１９６１年度においてこれの収入になるべきものが２万９４３７ドル８セントとなつておつたのであります。

これは巾員を３０フイーターと計算したときにこの額が出たのでありますが実際には巾員が４０フイーターでありますためにその１０フイーター分がつまり非細分地ではなしに一般地料として払われる訳です。　そういう関係でこの減になつたのが１万６，２４８ドル２０セントの減を生じてきているわけであります。従つて今度計上した分といたしましては、５５年度から６１年度までの分といたしまして１万３，１８９ドル６２セントそれから６２年度に計上いたしました分が６，０７３ドル１７セントになつておりますがこれが１０フイーター減になる関係で２，６５３ドル５６セントが正しい金額となるわけでございます。それで差し引きました３，４１９ドル６１セントが減になりましたので６１年度までの分として収入になります。１万３，１８９ドル６２セントから今の６２年度分の減の３，４１９ドル６１セントを差引きましてその差が９，７７０ドルとここにかかげてある金額になるわけでございます。

○名城　嗣夫君

　ただいまの１６６１ドルの軍用地料の点でございますがこれは６１年度予算に計上されるそれの未収の分になるわけですね。

○土地課長（当間　林徳君）

　６１年度予算に計上している分は全部入つたのでありますがただいまも申し上げました通り３０フイターの巾員が４０フイターになつたためにこの１０フイター分の差額がこの分になるわけであります。

○金城　吾郎君

　さきほどの２６番の質問に対しまして財源のやりくりがむつかしいために財産の売却処分をやらなければならないという答弁でございますが、この１３款の諸支出金をみますると５，４１２ドルという泉崎橋工事の高圧線鉄塔施設の賠償金ですか、こういうのが出ております。これはいつ工事がなされてどういう経過になつているのか。

○副議長（大山　盛幸君）

　本件につきましては日程第７においてやつていただきませんか。

（「これは予算ですから」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　失礼いたしました。どうぞ‥‥‥‥‥。

○金城　吾郎君

　なぜ今回この支払がなされなければならないか、２万２，０００ドルに及ぶ護岸その他の工事もやらなければならないが１万５，０００ドルそこらしか工事費が組まれていながこれを今回計上された理由についてお伺いいたします。

○建設部長（大城　竜太郎君）

　御答弁を申し上げます。議案が上程された場合に御説明を申しあげるつもりでございましたが、該工事は１９５８年３月１０日に工事施行者の国場組が工事中に基礎工事をやつておる最中に鉄塔が傾斜したということでございます。そこで電々公社としてはまづ災害復旧工事の費用を公共団体であるところの那覇市が負担しろということでありました。私達は数回に亘りまして政府それから電々公社といろいろ論議をいたしましたが結論といたしまして政府賠償法第２条によつて市町村が損害を負担すべきだという結論に達しまして今回提案した次第であるわけであります。

○金城　吾郎君

　市町村が負担すべきであるという御説明でございますが本来この損害賠償の決定という議案はこの予算の前にもつてくるべきだと考えます。

従つてそういう考え方にたつて今の説明に対してもう一度質問いたします。それではまづ市町村が負担すべきであるとしたのか前に決定されておいて今復旧災害復旧の予算審議の場合にでてきたのか、あるいはさきほど土地課長の説明によつて非細分地の賃貸料も、この９，７７０ドルとなんらかの関係があるのか。これは前で決定されておるとするならば当初予算にはその前において解決されておかなければならない問題である、これがわざわざ台風災害がでてきたので非常に財源難になつているときになぜやらなければならないという、基本的な考え方についてお尋ねいたします。

○副議長（大山　盛幸君）

　休憩します。

（午前１１時１７分　休憩）

（午前１１時１８分　再開）

○副議長（大山　盛幸君）

　再開いたします。

○土地課長（当間　林徳君）

　お答えいたします。なぜこの賠償費が今度計上されなければいけなかつたかとということは高圧線の非細分地の収入と関連いたしますので私から御説明を申しあげたいと思います。高圧線関係は１９５５年の９月３０日で一応軍用地から切り離されましてこれを開放し電々公社に移管することになつていたのであります。これが昨年更に軍用地としてさかのぼつて使用するという通知が参りまして軍用地に又もどつたわけでございますがその際に非細分地からこれの損害額約５，４００ドルでございますがこれを差引きするという通知が参つておつたわけでごさいます。それで支払うべき非細分地使用料から賠償金を差引きするということはこれは違法であるというのでＤＥに対し抗議を申し込んでいたわけでありまして非細分地の、政府が賠償問題とかみあいまして収入が不可能になつたわけでございます。従つて非細分地料を受取つて一応賠償額が支払わなければ非細分地料が取れないという関係から今度計上されてきたのであります。

　そのため未収になつたわけであります。

○金城　吾郎　君

　そうしますとこれはさきほどの説明では６１年度計上してあるが未収になつたという説明であります。

　賠償問題が解決しないために未収となさしめられたいというわけでしようが。

○土地課長（当間　林徳　君）

　お答えいたします。

理由といたしましてはこの賠償問題ではございません。高圧線用地は区画整理地域に入つております関係上現在のリスト上の支払は台帳坪数による支払となつております。しかし実質的にはこれが区画整理によつて換地されている関係上、これの用地が実察向こうから出されているリスト坪数と現実の地主の受けている分の坪数とは異なるわけでございます。

　従つてこれは換地告示にもとづきましてそれ以前の地料と換地後の地料というものに区別いたしましてそれぞれのその筆数に応じての計算の下に地料は払わなければいけないという観点に立ちましてこれはその関係地主及びそれから軍用地事務所の方とも協議の上でこの計算方法を確立しこの計算に基いて各地主に支払うということになりましたのでこの計算をして支払うという面におきましても多大の時日を要するので６２年度では収入が困難だつたのでごじいます。

　これと今の賠償という問題も両方理由となりまして６１年度に収入ができなかつたわけでございます。

○金城　吾郎　君

　それでは那覇市が負担すべきであるという決定がなされた日日それからこの無地番地料が支払われるいわゆる賠償額の支払いが那覇市においてなされるべきであるという決定がされてから無地番賃貸料を支払うということが決定されたまでにだいたいどの程度の期間がたつているかその辺についてお伺いします。

○建設部長（大城　竜太郎　君）

　書類がちよつと今見当りませんが５月前に決定したと思つております。

あとで書類を調べて年月日をお知らせいたします。

○森田　孟松　君

　今の地料の問題に関連いたしまして土地課長にお伺いいたしますが高圧線の施設地域は今まで課長が説明いたしておつたように３０フイターを限度として布設するんだという説明を聞かされておつたんですが今の説明でこれが４０フイターに計上されて１０フイター余計になつたので１，５１１ドル増になつたという説明ですが３０フイターから４０フイターに伸されたのはいつですか。

○土地課長（当間　林徳　君）

　お答えいたします。

高圧線の用地の巾員はもともと４０フイターであつたのであります。

　これをどういう誤まりであるか知りませんがＤＥの方からもこれは３０フイターであるということが当初から３０フイターとしての巾員であるということのみが言われていたわけであります。

　そのために区画整理の換地におきましてもこれを３０フイターとして算出してあつたわけでありますが１月半前に実は一地主が参りまして建築申請をするのに３０フイターとして建築申請を出したのであるが建築課の方に行つてみたら制限巾員が４０フイターであるということでこの建物がこれにかかるのでどれが正しいのであるかという御質問を受けたわけであります。

　早速ＤＥの方に行つて調査いたしましたところＤＥも今まで３０フイターと思つていたところが実は４０フイターであつた間違つておつたという説明がありまして又坪数に対する支払額から言いましても４０フイターが正しいということが確認されたわけであります。

　そこで地料支払においてはもともと４０フイターとしての支払いがなされたただ建築制限が３０フイターとして前には制限受けていたわけでございます。

　従つて地料面につきましてはもともとから支払われたのは４０フイターとしての支払いであるわけであります。

○森田　孟松　君

　それではお伺いいたしますがもし今の土地課長の説明通りＤＥとしてはもともと４０フイターを基準に地料を払われておつたが建築基準がなかつたということでありますがそうであれば今の説明で１，６６１ドルの未収が生れてこない軍は４０フイターを基準に地料を払つておるのでそりいうことは有り得ないと思うがどうしても納得がいかないもう一度その辺を詳しく説明を願います。

　あなたは５５年から６１年度までの１０フイターの巾員の増によつて地料は払われておつたと、ＤＥは４０フイターとして払つておるんであれば末収ということは生れてこないと思いますが‥‥‥。

○土地課長（当間　林徳　君）

　御答え申し上げます。

リストに書かれている金額は現在台帳記載の坪数による換地処分の土地に対する支払いでございます。

　それから現在計算して支払おうとしているのは換地された件数についての地料支払いであります。

　そのためにリストに記載されている増額においては金額には変らないのでありますがこれを換地告示に従つて講和前の金額と間違いました換地前の金額と換地後の金額というもの合計を事前支払いをいたしました場合にリストの金額とはいきおい誤差が生じてくるわけでございます。

　極端な例を申し上げますと換地以前には全然高圧線にかかつていなかつたものが区画整理による換地によつて換地を受けた土地が高圧線の下にきたそのためにリスト上にはこの土地に対しての支払いであるが実察面においては換地によつて高圧線の下にその土地が与えられたというために新たに地料を受けとる現実が生じてきた人もおります。

　又その反対に換地以前は軍用地として１００坪を持つていたけれどもこれが換地の結果現在は５０坪しかこの土地にかかつていないということもございましてそこには受領額が多くなつたものや少なくなつたものもいるわけであります。

　それで必然的に非細分地につきましてもこれの金額の増減がでてくるのであります。

　一応その全地主に今の計算で支払いました残りの金額が非細分地の増収ということになつてくるのでありましてそのために３０フイターとして支払つた金額の残りと４０フイターとして支払つた金額の残りというものには非細分地においてさきほども御説明を申し上げました通り１万６，０００ドルの差が生じてきたわけでございます。これはつまり１０フイター分を前に計算して支払つてあつたものを３０フイターとして支払つてあつたものに更に１０フイター分を支払わなければいけないという関係で非細分地からは減額になりまして市有地自体はただいまの１，６６１ドルの増というのがでてきたわけでございます。

　普通の土地と非細分地の地料を合計した額においては同じでありますが

○森田　孟松　君

　今の御説明をもつと分りやすく説明していただきたいと思いますが結論を申し上げますがこういう意味ですか高圧線の地域においてですね、いわゆる市有地が換地により市有地が生れてきたためにこれだけの増額になつたということであつてその地域には最初から４０フイターであつて３０フイターでなかつたとこれは全然動いていないが市有地が換地により高圧線の地域にそれだけ分余計に生まれたというふうに解釈してもいいわけですか。

○土地課長（当間　林徳　君）

　そうであります。

○森田　孟松　君

　それではお聞きいたします。

本員は高圧線の設置地域は巾員は３０フイターと今まで記憶し又そういうふうに説明されて聞かされてきております。

　例の那覇市内を通る高圧線の処理問題これと並行して高圧線が真和志内を迂回されようとしたいろいろな事情があるわけですがあのときにも３０フイターとしか電力公社ですか説明会でもそう聞いておるのでありますがこれを４０フイターを認めることになると今後高圧線の問題が出て来た場合はいろいろ問題が復雑化してくると思うんですがね今この問題換地によつてですねこれだけの賃貸料が増収になつたという見解にたてばなんですが３０フイターから４０フイターに拡大されたのを認めるということになると当局自体がこれだけの市の新しい巾員を軍用地の拡大を認めるということになつていろいろここでは問題がかもし出されると思いますがその点はどうお考えですか。

○土地課長（当間　林徳　君）

　軍用地の面績がふえたわけではございません総坪数におきましては７，１２４坪９号２勺とこの坪数は動かないわけでございます。

　那覇市の場合だけであります。

　これの内訳を申し上げますとリストによりつまり現在土地台帳によつて坪数の区分をいたしますと私有地がこれは市有地を含んでおります。

　市有地も私有地もつまり個人私有地と非細分地とを分けた場合でございます。

　私有地６４１４坪９合２勺非細分地７１０坪がこういう割合になつているのであります。

　これを３０フイターとして計算いたしますと私有地が４７５０坪９号８勺非細分地２３７３坪９合４勺こういう計算になつております。

　これの合計は７１２４坪９合２勺で変らないわけであります。

　これが３０フイターとして計算したのがあやまりであつてこれは巾員は４０フイターであるということがはつきりいたしましたのでこれによつて計算いたしますと私有地が６１１７坪６合５勺非細分地が１００７坪２合７勺合計坪数では７，１２４坪９合２勺総計においては動かないわけであります。

○森田　孟松　君

　市長にお伺いいたします。

この高圧線の巾員が従来３０フイターと決められ又例の電力公社ですか前のギイーリス民政官の座談会でも確かにそういうふうな巾員という見解にたつて例の高圧線問題も市長は一生県命折衝されできるだけこれを地下ケーブルにもつていくようにいろいろ折衝なさつたのでありますがこれがもし地下ケーブルにならないということになつてどうしても市内を撤回しなければならないという場合にこの３０フイターから４０フイターになつたということは又そこにいろいろ建築の制限あるいは農作物の耕作の問題がいろいろと問題がそこからかもし出されると思うんですが市長はこれは３０フイターはやはり４０フイターであるということをお認めなさるのであるか規定の今まで通り４０フイターになつたという点については１０フイター巾員が増したことについては今少しこれを御調べになつて３０フイターであるのか４０フイターであるのかそこをはつきりさせることとついでにこれを３０フイターにできるだけ巾員をしぼめていくようにもつていかないと今後沖繩の複雑な問題を内臓すると思うんですがその辺について市長はどういうふうに考えているか。




○市長（兼次　佐一　君）

　巾員の３０フイター４０フイターというのがここで問題になつておりますが高圧線下の軍用地につきましては契約の総坪数とは変りはないわけであります。当初の坪数から更にその坪数かはみだして多くなるという結果になります場合には軍用地の方が拡大されるということになりますけれども絶対に面積においては変つていないのであります。

なおこの問題について今後巾員が更にふえるようなことがあります場合には絶対承服できないと考えております。

なお高圧線市内通過の御意見も加わっておりますが那覇市から高圧線をひいている自体がすでに間違いであるという点を指摘し且つこれが早急に撤去を今日まで何回となく要求しておりますけれどもらちがあかないので幸い今度来島されたアメリカの調査団に直にこの問題を訴えたいと考えまして面会を申し込んでおきましたところ明日の５時から面会が許されておりますのでその他の問題も含めて早急に地下ケーブルにするよう申し入れたいとこう考えております。

○黒潮　隆　君

　予備費についてお尋ねいたしますが予備費の５，９９５ドルの減額これは災害対策に充てたための減額と言うふうに本員は考えておりますがこの５，９９５ドルというのは全額災害対策費に充てたのかどうかこれをお尋ねいたします

○市長（兼次　佐一　君）

　提案されている予算の内容についての充当財源の御質問でございますが今度の予算が提案された予算すべてを含めた追加更正予算でございます。

従いまして予備費から生じたものは災害対策の面にそれを充当したかどうかという御質問でありますけれども才入に現われたものを財源とし才出に現われたものをこれを今回の才出といたしまして特別に示されたいわゆる財産売却によつて生ずるものが新たに充てられるという説明によつて十分御承知願えるのではないかと思います。

○黒潮　隆　君

　本員の記憶の違いか知りませんが当初予算には第１助役、収入役の乗用車の予算は計上されていなかつたと記憶しておりますが本員の間違いであれば取り消します。

これを予備費から購入したのではないかというふうに考えておりますがそういつた予算を支出して購入したのかこの点をお伺いします。

○財政課長（宜野座　朝恭　君）

　当初予算の役所費の方に２５節の備品費に乗用車２台分を計上してあります。

その中から出してあります。

○副議長（大山　盛幸　君）

　日程第５、１９６２年度那覇市才入才出追加更正予算市長提出議案第７２号につきましては質疑続行のまま所管の統務委員会に付託いたして御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）



○副議長（大山　盛幸　君）

　御異議ないと認め日程第５、１９６２年度那覇市才入才出追加更正予算市長提出議案第７２号につきましては質疑続行のまま所管の総務委員会に付託します。

なお、従来一般の予算審議にあたりましては特に審査の慎重を期す意味から各委員会に分割付託いたしておりますので第４款土木費を建設委員会に第７款社会及び労働旋設費第８款保健衛生費第９款産業経済費を経済民生委員会にそれぞれ分割付託することにいたしたいと思いますからさよう御了承願います。

なお特に議長からお願いいたしますが本議案は御承知の通り総務委員会の所管でありますので両委員会とも早やめに分割いたしました分を御審議いたしまして総務委員会に御報告してもらうようお願い申し上げます。

――――――――――　○　――――――――――

○副議長（大山　盛幸　君）

　日程第６那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例の制定について市長提出議案第７３号を議題として当局の説明を求めます。



○総務部長（崎浜　国宏　君）

　議案第７３号那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例の制定についての提案理由の御説明を申し上げます。

このことにつきましては第４６回那覇市議会において議決された那覇市職員の勤務時間及び休日に関する条例の一部を改正する条例の制定によつて消防職員の以外の本市職員の休日が改められたので消防職員の休日についてもこれと同一にする必要があるので本案を提案した次第であります。

よろしく御審議の程をお願いいたします。



○副議長（大山　盛幸　君）

　お諮りいたします・・・・。ただいまの報告に対して質疑に入ります。

○宮里　敏慶　君

　当局にお尋ねいたしますが休日は琉球政府なみに条例改正してありますが勤務時間につきましては琉球政府の通りやつているかお尋ねいたします。

○総務課長（宮平　勝哉　君）

　お答えいたします。

勤務時間については同一ではありません。

具体的に申し上げますと冬の時は半ヵ年は８時半から５時まで勤務するのであります。

それだけ違います。

○宮里　敏慶　君

　琉球政府なみにしない理由について御説明願います。

○総務課長（宮平　勝哉　君）

　自主的な考えに立つてみなさんの同意を得ておるわけであります。

○宮里　敏慶　君

　私は市民に対するサービスということを主張し毛頭としておりますので政府なみにやつていつた方がいいと思いますがたとえば琉球政府におきましては８時半出勤のときは昼食時間を３０分にしております。

市の方では８時半出勤のときは昼食を１時間で市民に相当の不利益を与えておりますのでこの際琉球政府なみにやつて市民にサービスした方がいいんじやないかと思いますがその点についてお尋ねします。

○総務部長（崎浜　国宏　君）

　お答え申し上げます。

この点につきましては後日検討いたしまして御返事することにいたします。

（「早やめにお願いします」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸　君）

　議案第７３号消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例の制定については質疑を打切り討論を省略して採決に入つて御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸　君）

　御異議ないと認めまして採決に入ります。

日程第６那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例の制定について市長提出議案第７３号につきましては本案を原案通り承認して御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）



○副議長（大山　盛幸　君）

　御異議ないと認め日程第６那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例の一部を改正する条例の制定について市長提出議案第７３号につきましては原案を可決決定いたします。

（「要望あり」と呼ぶ者あり）

○辺野喜　英興　君

　満場一致賛成だと思いますがこれに関連して当局に要望いたします。

これを見ました場合に提案理由にも書いているようほ要するに那覇市の職員なみに同一にする必要があるとこれをはつきりと謳われている条例を改するときに当然こういうのはあのときに含めてさしつかえないと又その方がいいと思います。

こういうことが応々にして今まであるわけです。

類似する案件がたまたまこまごまにされてやる場合があるわけです。

特にその点気を付けていただくよう御希望を申し上げておきます。

○副議長（大山　盛幸　君）

　次ぎ日程第７損害賠償の決定について市長提出議案第７４号を議題として当局の説明を求めます。



○建設部長（大城　竜太郎　君）

　只今上程になりました議案第７４号について提案理由を御説明を申し上げます。

本案は泉崎橋工事の旋工により発生した問題であります。

その経過を簡単に申し上げますればこの工事の損害を惹起した時期は１９５８年３月１０日で工事旋行者は国場組であります。

該工事を旋行の際、橋の上流一号線に添つた軍高圧線の５５番鉄塔が橋梁基礎工事中に傾斜したので電力公社としてはその損害復旧工事費に５、４１２ドルの費用を要したから市はこの賠償金を支払えということであります。

これに対し、市としては工事旋行者の国場組か、電々公社が責任を持つべきという見解のもとに永年対立したまま政府土木課、電力公社、各関係者が集り数回にわたり論議をして参りましたが結論として政府賠償法第２条により工事旋行責任者である公共国体の那覇市が賠償金支払の責任を持つべきという結論に達したので本案を提出した次第であります。

よろしく御審議の程お願い申し上げます。



○副議長（大山　盛幸　君）

　質疑に入ります。

○宮里　敏慶　君

　補償が５，４１１ドル予算計上されておりますがただ金額だけ示されてこの損害の内訳が分らない参考資料としても出されていないのであります。

この内訳について明細に御説明を願います。

○庶務課長（伊波　広定　君）

　ただいまその算定の基礎であるべきところの内訳書がないという御質問でありますけれどもこれは御承知のように５８年の３月１０日に起つた事故であります。

そのときに電力公社の方から内訳の書いてある紙が非公式に参考資料として廻されたそうでありますけれどもこれを今探がして見ましたがみあたりませんでしたのでそれでその件につきましてはその工事を施工したところの吏員並びに電力公社ここに今その明細のがあれば出してくるというふうに言つておりますけれどもまだそれが向こうの方としても探せないようであります。

○金城　吾郎　君

　さきほど本員は予算の支出の質問の中で申し上げましたがただいまの問題の中にも非常におかしなことがありますいつ決定されたかというに質問を申し上げたら後刻調べて返事するということであります。

今回のどういう算定基礎に立つてこの金額が算定されたかということについても内訳がない内訳がないままにそうして何月何日決定されたのかこの辺をはつきり御答弁願いたい

○庶務課長（伊波　広定　君）

　さつき金城議員の御質問がありましたがいつ決定されたかという御質問に対してはこれが今度の議会にこの議案を提出するという決裁をもらつたのは１０月の１０日でございます。

最終的な決定は１０月１０日であります。

それでこの見積でございますがこの見積は聞いてみましたらだいたい設置費だと言つております。

当時これが傾斜したためにいわゆる那覇市の基礎工事をやるために傾斜したために２時間位の送電の中止になつて電力公社としては直ちにＤＥにこれを報告してＤＥが応急措置をやつたそうでありますそのときにいわゆる鉄塔を布設するまでに３個所の送電線の切り換えがありそれから現在の位置に５５番流電塔を布設をしたこの費用が５，４１６ドル７５セントというふうになつております。

○金城　吾郎　君

　そうなりますとこれが５８年の３月１５日に電力公社の秘書から市長宛に手紙が来ております。

その頃に損失は数千ドルの高額にのぼる云々という文句があります。

５８年３月から今日まで３年半に亘つておりますが１０月１０日本議案を提出するときに決定された理由はどこにあつたのか災害復旧をやるために金は欲しいがない従つて９０００何百ドルのこの無地番賃貸料を売ることがそのためにはこの賠償額が支払わなければならないということであつたのかこの辺の事情をはつきり説明していただきたい内訳がないためにただ決定して議会の承認を得るということはどうしても腑に落ちないのであります。

もう一回説明を願います。

○市長（兼次　佐一　君）

　お答えいたします。

この予算を提案するにあたりまして賠償金を支出する賠償の内容、５０００ドル余の賠償の内容についての具体的な書類が伴はないということは当局の議案を提案するにあたつての不注意でございます、お詑び申し上げます。

委員会の御審議中にこれを取り寄せまして参考資料として提出することに致します。

それから３カ年有半に亘つて解決しなかつた問題が今月の１０日にはじめて支払うべきであるという最終的な決定をして議案として提出したそのいきさつについて申し上げます。

だいたい高圧線は那覇市内を地下ケーブルにせないかぎり認められない従つて市の工事の際において受けた損害は賠償できないんだという法的な常識的に考えますというと少し完全な理論とは言えませんけれどもそういう理由をもつて拒否し続けて参つております。

なお又もし電力公社がこの高圧線を地下ケーブルにすると云う条件を付するならば喜んで賠償するということを申し出たことがあるのであります。

更にもうひとつは払わないからどうしても取らなければならないとするならばその形式を踏んで出て来てもらいたいとも高飛車に出たこともあるのであります。

要は那覇市内から高圧線を通していくということについてのいやがらせであると知りながら市長の立場からいたしまして今日までこれを拒否し続けて参つておりますが最終的に現行法の上から当然那覇市が負担しなければならないという結論が出さなければならないという状態に追い込まれているのであります。

なお関連いたしまして軍用地料の支払い事務に当つているところの琉球政府とその地料を支払うべき任にあるところの民政府との間に如何なる合議が出来上つたかは分らないが当然支払うべき軍用地料を無断で彼らは凍結状態においたのであります。

その金額が約９，７００ドル損害賠償は損害賠償の立場から支払うべきものであり軍用地料は軍用地料としての立場から支払うべきものであるにもかかわらず実権を握つているという立場からかかることは違法ではないかという抗議文を出してございますが何等のききめもない従いまして那覇市といたしましては損害賠償の裁判を訴えられ同時に軍用地料支払いの裁判を訴えるという手続きもあるわけでございますけれども実質的には結局受取つて支払うということに相成わけでございますので今回この賠償金を支払うというような結論に達したわけでございます。

９，７００ドル封鎖されている現状からしまするならば損害賠償の４，０００ドル余が妥当かつ公平であるとしてこれだけの予算に計上した金額を支払つた際そこに生ずる差額がございます。

この差額がいわゆる今回提案した予算における財源をおぎなおうとしているところの一端となつているのであります。

貧しいもののもつている金を権力によつて封じられどうしても必要という際に到頭詰腹を切らなければならないという本案をめじつてのその内容に現われている事実でございます。

このことにつきましては法的にみますならば那覇市の支払うべきものを提案いたしたことは間違いであつても支払わないしかしだからといつて軍用地料を一方的に封じているということも明かに間違いである間違いと間違いを指摘し合う方がいいかそれとも予算措置をとつて取るべきものを取つて払うべきものを払うということが正しいかという理論となお今回の緊急の場合に必要な財源の約４，０００ドル余りの弱みからこのような措置を取つているのでございます。

詳しいことにつきましてはその工期の内容相手の手段等については委員会において具体的に説明させるつもりであります。

○金城　吾郎　君

　概略分りました。

委員会に付託になつた場合に詳しく検討してみたいと思つております。

問題はアメリカ民政府並びに電力公社がその権力をだしにして琉球政府との駆合の下に那覇市に対してこういう圧力を加えてきたことになるのか単的にこれだけお答え願いたい。

それについて市当局も何回か交渉されたはずですその経過はさきほどの市長の答弁により委員会においてお伺いしてよろしいですがユフスカーが琉球政府において圧力を加えたという見解に立つておられるか又それに対してどういう折衝をしたか

○市長（兼次　佐―　君）

　とるまじき手段をもつて支払うべき軍用地料を封鎖すること自体圧力とみてさしつかえないとみております。

○宮里　敏慶　君

　説明の中に電力販売及び軍民両生産部面における損失は数千ドルの高額にのぼつているとなつておりますがそのことについて軍から賠償要求がきておりますが民からの損害賠償要求がありますか。

お尋ねいたします。

○庶務課長（伊波　広定　君）

　電力公社で聞きましたところではあくまでも移設鉄塔を加設ならびに現在の鉄塔を現在の位置にもつてくるまでの移設費であつて民間からの要求は受けておりません。

○副議長（大山　盛幸　君）

　日程第７損害賠償の決定について市長提出議案第７４号につきましては所管の建設委員会に審査を付託して御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）



○副議長（大山　盛幸　君）

　御異議ないと認め日程第７損害賠償の決定について市長提出議案第６４号につきましては質疑続行のまま所管の建設委員会に付託します。




○副議長（大山　盛幸　君）

　これでもつて本日の日程を全部終了いたしましたのでつぎは日程計画表によりまして２１日の土曜日午前１０時再開することにいたしまして本日はこれでもつて　　　　　　　　　　　（「ちよつと議長」と呼ぶ者あり）

○黒潮　隆　君

　真和志の農家７ケ部落の自治会長から農作物の災害補助陳情が提出されておりますが本会議で付託すべきじやないかそうすれば一諸に災害予算これに審議できると思つておりますが・・・・・・。

○副議長（大山　盛幸　君）

　休憩します。

（午后１２時１０分　休憩）

（午后１２時２２分　再開）

○副議長（大山　盛幸　君　）

　再開いたします。

休憩中に２４番議員３番議員からいろいろと米国の調査団に対する折衝の件その他要請決議の件など慎重に審議すべきじやないかというような御意見がありまするのでしばらく休憩いたしまして１時から再開することにいたします。

（午后１２時２３分　休憩）

（午後２時３７分　再会）






○副議長（大山　盛幸　君）

　再開いたします、休憩中にいろいろと御審議いたしました米国調査団に対する要請決議案を今一応朗読いたしますので御静聴願います。

今回米国貴調査団が遠路はるばる御来島くださいましたことを心から観迎いたします。

来島早々昼夜の別なく真摯な御調査をなされておりその御苦労に対し萬腔の敬意と感謝を申しあげる次第であります。

この機会において那覇市において多年に亘り訴えてきました左記要望懸案を速やかに解決して載くようその実態を御調査くだされたく、那覇市第４７回議会の決議をもつて要請いたします。

記

①　水道公社占有水源地（比謝川）那覇市への譲渡並びに水源地開発に対する技術援助について。

②　高圧線の地下埋設について。

③　国場川油送管下の河口拡張について。

④　与儀在のガソリンタンクの早期移転について。

⑤　軍一号線道路の地下道設置について。

⑥　安謝港湾の浚渫並びに埋立について。

⑦　小禄地域におけるゼツト機の騒音防止について。

⑧　一号線路によつて遮断された夫婦岩に通ずる潮渡橋排水溝の開通について。

⑨　市内軍道路の排水施設の完備並びに軍施設内から民間に通ずる排水施設の完備について

⑩　首都建設委員会において策定された首都建設事業１５カ年計画実現のための早期財政援助について。

以上の案件を米国調査団に要請書として送ると共に民政府並びに琉球政府にもその写を送付したいと思います。

起案は那覇市議会一同として議長名で送りたいとこう思います。

これについて今までの皆さんの御意見を纒めましたので質疑はないと思いますので質疑を省略して討論に入ります。



○黒潮　隆　君

　ただいまのアメリカ調査団に対する要請決議案、これに対して私達は反対の討論を述べたいと思います。

さきほど休憩中にも申しあげました通り要求事項の内容これについては賛成する者であります。

しかしこの感謝状の全文に亘つてこの調査団を観迎し感謝を捧げるというふうな内容に対しては反対するわけであります。

と申しますのはこの米国の調査団は沖繩の現状を固定化するための調査団と思つており、沖繩人民党はこれを否定しているのであります。

これは岸首相が渡米して結んだ新安保条約、さらにこれの実施を打合せるための池田、ケネデイ会談が開かれたのであります。

この新安保条約が結ばれた際の議事録の中には過去１０カ年前に沖繩の返還を日本政府は要請しないということになつております。

従つて今度の調査団もホワイトハウス当局の発表によりますと、池田、ケネデイ会談の実施、これを日的とした調査というふうに発表しております。

そうなりますと東北アジアの条約機構、軍事同盟の強化対日平和条約第三条の法的効力が薄れたためにこれの補充をするためにこのような新安保条約を実施した場合にやはりアメリカが繰返している極東の緊張がある間は沖繩は返還しないということを弁解しております。

しかしながら沖繩に原水爆基地があるためになかなか極東の緊張は緩和されないのであります。

そうなると何日まで経つても沖繩は返還されないし、そこで沖繩を固定化しようという狙いがそこに出てきたものと見ております。

そこで沖繩８０万全県民の復帰に対する熱意これを押えるためにこれを他にそらすために日米協力による経済援助というふうな援助ムードを作り上げているのがその実情だと見ております。

そこで私達はこの調査団に大きな期待をかけるどころかむしろその来島を阻止しなければならないというふうな考え方に立つております。

これは以前にもプライス議員が来島していろいろ調査をし、沖繩県民はこれに大きな期待を寄せていたのでありますがその調査の結果出されたプライス勧告によると沖繩の土地を買上げ一括払いという勧告がなされて８０万県民の総反撃によつてこの勧告の実施が大巾に止められたのであります。

そういうような観点からむしろこれは阻止すべきであり沖繩が日本から切離されたため現在の沖繩の苦しみは日本の各県に比較して非常に貧しい状態にに置かれているということはハツキリしております。

もし沖繩が日本に復帰しておれば沖繩も広島、長崎、奄美大島のように戦災復興都市臨時措置法によつて那覇市の復興も９０パーセント位は進んでいただろうと推測できるのであります。

事実日本の各都市においてはその殆んどが復興されているというふうに聞かされております。

むしろこの調査団に対し外人事件による一切の損害の要求あるいは原水爆基地の撤退メイスＢ持込み反対の要求こそすれこういうふうな観迎の意を表わすことに対しては我々としては賛成できかねるのであります。

○具志　栄治　君

　私は１２番議員（黒潮　隆　君）の意見に全く反対でございます。

わざわざアメリカから沖繩にこられたということに対しては萬腔の敬意を表してしかるべきだと思うのでございます。

現状を固定化しようというものではなしに、現在の沖繩をより復興させるために、沖繩における施政権者が被施政権者に対する不平不満がどこにあるかどういう所に欠陥があるかということを調査にこられたと思うのであります。願わくばケネデイ大統領自身がみえてもらいたいと思うのであります。

それに対しまして万場一致で今の要請決議をやつてしかるべきだと思います。

○赤嶺　慎英　君

　賛成討論をさせていただきます。

発表によりますと池田、ケネデイ会談によつて今度の調査団が来島されたということは御承知の通りでございます。

調査団が我々の祖国復帰を阻むためにきたということももちろんありませんしあるいは新安保条約の条項をうまくするためにきたということも発表にはないのであります。

あくまでもお互いの政治的観点に立つてのことであると思いますので、我々といたしましてはせつかく如何に池田ケネデイ会談があつてもそこに沖繩の不利益になることが同会談であるにしても一応調査にきたことにおいては沖繩の民意に反するようなことが仮にあればこれを機会に訴えてこれをくつがえす必要があると思うのでございます。

その為にはどうしても来島してもらつて観迎の意を表さなければならないと思います。

あのプライス法案もありましたけれどもあれも一方的なプライス議員の案によりまして沖繩の一括払いをなされようとする時に沖繩の民意を止めることができずにお流れになつて現在のようになつていることは御承知の通りでありますのであくまで内容は別として沖繩の民意を訴える機会を自ら作つてきた調査団に対しては感謝の意を表わすということは政治をする者の立場からでも常道であります。

よつて本員は調査団の来島に対しては敬意を表すると共にこの決議案を採択してもらつてそれを実現させるように努力してもらうことを希望いたしまして賛成討論を終ります。

○儀間　真祥　君

　本員もさきほどの２２番議員（黒潮　隆君）のいつた通り本案に反対いたします。というのは私達はもちろん今さつき休憩中に話された通り要求するものに対しては賛成するものであります。調査団の来島遠路はるばるきたことに対して感謝するとそれから昼夜の別なく御調査されている御労苦に対して萬腔の敬意を表するということが謳われております。これ自体ですね、なぜこういうふうなはるばる沖繩くんだりまでやつてきたかということもわからんでそれに対する感謝ということは余りにもひくつな考え方であると思います。というのは、はるばる沖繩にくるということは向こうは利益になつてくるということを考えているし自分達に何等かの恰好で利益になつてくるというふうなことしか考えていないそうでしかやつてこないしこれは一種の商人であります。そういう意味からいつても反対すべきであり、この調査団の来島ということはどういう利益かと申しますと且つて池田、ケネデイ会談によつて東北アジア防衛機構、軍事同盟それを強化していくというような意味でこつちにきたんです。だからしてこういうことを県民の要求がまたプライス法案みたいに大変なことになつてはいけないということで日本の県なみの援助というとで援助してくれ、しかしこの援助ということもこれもごまかしであり４９億円の財政援助を要求しているのに対して高等弁務官の指示によりますと僅かに９億ドルという実に微々たるもんでこういうふうな援助ムード要するにウタビミソーレーということによつて沖繩県民をごまかそうとしている事自体これに賛成して萬腔の謝意を表すということになつたんで、あの守礼の邦変じて奴隷の邦になつてしまうのであります。そういうウタビミソーレーというきたない根性になつてしまつて我々が当然取るべきものは取るという確固たる信念に基かなければならないと思いますので今の決議案、これに対しては反対する者であります。

○金城　吾郎　君

　この心から観迎する観迎しないの問題で賛成反対討論されておりますが私の見解を申しあげます。さきほど休憩中におきましていろいろと論議が交わされましたときに、本員は施政権の返還問題が沖繩の基本的な問題であると思うのであります。このことをまず前文の中に掲げてしかる後にこういつた当面する問題を掲げるべきであると発言をいたしました。一国の民族が分離されているこの不自然さを取戻すことが民族にとつて一番大切な問題であると考えるのであります。さきほども申しあげましたように本市会においても過去において祖国復帰の決議をやつております。もちろん土曜日にこういつた問題をやるということでありますが今論じられました援助ムードの面これに施政権返還問題がどうもぼかされそうな形になつてきております。あの１９５５年の国連総会においてアメリカの国務長官のダレス氏も民族が二つに分離された不幸なことをドイツに例を取つておりますが一体沖繩の場合はどうなるのかこの不自然さを早急に解決するのがアメリカにとつてもまた日本にとつてももちろん我々沖繩人を含めて日本民族日本国民の最も熱望すべきものであるのであります。従つて那覇市議会においても当然施政権返還の問題を打出して、しかして後に援助問題を掲げるべきであると本員は考えております。今回来島された調査団の問題につきましてはさきほどもいろいろ論じられておりますが且てアメリカの総務長官であつたチエスターボイルズ氏の在野時代においていつたように極東におけるアメリカの施政権のまずさが非常に今日アメリカを不利に陥入れている従つてケネデイ政権がこの問題を早急に解決しなければ極東における信用は獲得することはできないといつております。そこでこの調査団に対し施政権問題を訴えて早急に解決してもらうというのが当然の姿でなければならんと思うのであります。もちろん土曜日にこの問題をやるということにつきましては賛成するものでありますが本日直ちにこれも含めてやるべきだと思います。そういつた観点からいつてこの援助問題だけを取上げてやるということはどうかと思います。従つて本案をこのまゝ通可させることについては反対する者であります。　　　　　　　　　（「ちよつと休憩してください」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸　君）

　休憩します。

午後２時５７分　休憩

午後３時　７分　再開

○副議長（大山　盛幸　君）

　再開いたします。では討論を打ち切りまして表決に入ります。米国調査団に対する要請決議につきましては先刻朗続いたしました案件に御賛成の方は挙手願います。

（「賛成」と呼ぶ者あり）



○副議長（大山　盛幸　君）

　賛成１０名で多数でありますよつて本案要請書を提出することに可決決定いたします。



○副議長（大山　盛幸　君）

　本日の日程はこれで全部終了いたしましたので２１日の議会は午前１０時再開することにして本日はこれで散会いたします。　　午後３時８分　散会

　上会議録を調整し署名する。

１９６１年１０月１６日

議長　　　高良一　　㊞

署名議員　又吉久正　㊞

署名議員　友利栄吉　㊞
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１９６１年第４７回那覇市議会（臨時会）議事日程第２号

１９６１年１０月２１日（土）午前１０時開議




第１　　　琉球住民の民生向上のあい路打開に関する要請決議書（案）

（２４番議員赤嶺真英提出決議案第１４号）

第２　　　損害賠償の決定について

（市長提出議案第７４　号）

第３　　　財産の売却処分について

（市長提出議案第７１　号）

第４　　　１９６２年度那覇市歳入歳出追加更生予算

（市長提出議案第７２　号）

第５　　　台風災害復旧補助要請について

（経済民生委員会審査報告）

第６　　　台風災害保障要求方について

（経済民生委員会審査報告）

第７　　　台風災害救援について

（経済民生委員会審査報告）




○本日の会議に付した事件

第１　　　旋政権の返還並びに財政経済援助に関する要請決議

（１番議員大山盛幸外２９名提出決議案第１４号）

第２　　　損害賠償の決定について

（市長提出議案第７４　号）

第３　　　財産の売却処分について

（市長提出議案第７１　号）

第４　　　１９６２年度那覇市歳入歳出追加更正予算

（市長提出議案第７２　号）

第５　　　台風災害復旧補助要請について

（経済民生委員会審査報告）

第６　　　台風災害保障要求方について

（経済民生委員会審査報告）

第７　　　台風災害救援について

（経済民生委員会審査報告）

第４７回那覇市議会（臨時議会々議録）

１９６１年１０月２１日

午前１０時７分（開議）








○副議長（大山　盛幸　君）

　開会いたします。本日の出席１８人欠席１２人でありまして議会は成立いたしております。ただいまから本日の会議を開きます。諸般の報告を申し上げます。今期議会の休会中に受理いたしました台風災害保障要求方について台風災害復旧補助要請について台風災害救援について以上８件の陳情はそれぞれ本会議に提案されております予算審議と関連して緊急に処理いたさなければならない陳情であると思料いたしましたのでその写を各位の御手元に配付いたしますと同時に即時経済民生委員会に付託しその審査を御願いいたしましたから御了承願います。なお本陳情は後刻それぞれ議題として御審議願うことにいたしますので併せて御了承願います。次ぎ一昨日の１８日付を以つて初日の本会議に付託いたしました「玉陵敷地内に沖繩聖公会学生センター建設」に関連して琉球大学中央役員協議会々長屋宜宣仁から議長宛「学生センター設立について」各位の御手元に配付いたしてあります写の通り陳情書が参つておりますが今期議会中において処理することは困難と思料いたしましたのでその審査の慎重を期すべく総務委員会に特に休会中の継続審査をなさしめることにいたしましたのでよろしく御了承願います。次に今期議会中に各常任委員会に付託いたしましたので議案並に陳情につきましてそれぞれ各委員長から議長宛その審査報告書が参つておりますのでその写を各位の御手元に配付いたしておきましたのでそれにより御了承願います。本日の議事日程は各位の御手元に配付いたしておきましたのでそれにより報告に替えます。議事に入ります前にしばらくの間休憩します。

（１０時１０分　休憩）

（１０時２４分　再開）



○副議長（大山　盛幸　君）

　再開いたします。休憩中に１０番１３番１６番２０番３０番議員が出席しております。ただいまから議事に入ります。日程第１の題目を御訂正願います。琉球住民の民生向上のあい路打開に関する要請とありますのを旋政権返還並びに財政経済援助に関する要請に題を変えます。日程第１施政権の返還並びに財政経済援助に関する要請決議案２４番議員外２９名提出決議案第１４号を議題として２４番議員から御説明をお願いいたします。



○赤嶺　慎英　君




施政権の返還並びに財政経済援助に関する要請決議書

この度来島されました貴調査に対し卒直に住民から見た琉球を進言し米球双方の理解の上にこそ真の住民福祉と経済の発展がもたされると言う理念から幾多の重要案件中、当面する下記三項目を具申し、萬難を排し、その早期実現に鋭意努力して項きますよう、那覇市第４７回議会の決議により要請致します。

１、施政権の返還について

　施権の返還は琉球住民の願望であり之が早期実現を多年に亘り訴えて来たものである。琉球住民の福祉向上と経済発展の基本的理念は飽く迄もその施政権の返還によつてのみ安定した諸政策が樹立するものである。次の時代を背負つて立つ青年の思想が民主主義の教育理念と現実との余りにも大きな喰違いに疑惑を抱き、逐年荒びつゝある現状は等閑視出来ない重大な問題だと思料する。尚且つ施政権の返還に発達して極東の危機が去る迄琉球を保有するとの事で米国政府が如何様に正当づけて、その返還を遷延しても琉球全住民の意志はこれを納得することは出来ない現状である。

２、琉球の財政援助について

１９６３年度に於ける日本政府に対する琉球政府の５０億円の援助要請案を削除し９億円の枠に縮少する内示をしたことに対しては那覇市議会は納得出来ない。米国政府は琉球政府要請案による援助を全面的に実現するようう強く要請する。

３、パインの貿易自由化について

戦後の新興産業として発展して来たパイン産業は日本政府の特定物資臨時輸入措置法の実施によつて保護育成され、今や琉球の重要産業として糖業と共に琉球輸出経済の中枢をなしているものである。然るに日本政府において前記の特定措置を解き、これを自由化されることは正に琉球経済の破綻であるこれに伴う人心の動揺も亦ゆゝしき社会問題であり、現下の施政権者である米国政府は民生の安定と福祉向上の立場から民意を尊重し日本政府に対し、これが貿易自由化を阻止すべく強力に折衝なさしめると共に貴職外御一行の絶大なる助言を得たい次第である。

以上であります。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。







○副議長（大山　盛幸　君　）

　ただいま提案者の代表２４番議員が案を朗読いたしましたが本案につきましては休憩中に各派集つて慎重に審議してできた案でありますので全員一致ですぐ表決に入りますか。

（「討論させて下さい」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸　君）

　ただいまの提案に対して質疑に入ります。

（「質疑なしと」と呼ぶ者あり）



○副議長（大山　盛幸　君）

　質疑ないようですから討論に入ります。

○金城　吾郎　君

　２４番議員の提案によりまする決議案第１４号に対して賛成討論を行います。沖繩の施政権返還は９０万全県民の悲願である我々は今日まで過去１６カ年に亘つてこれを要求し訴え続けて参つております。これに対しましてアメリカ合衆国は極東に緊張と脅威の続く限りこれを保持するとして拒否しているがこのようなことに対し我々は大きな怒りをおぼえているものである。如何なる民族と雖もその意に反して異民族の支配を受けることはないということは国連憲章に示された条項の大精神であり沖繩県民が日本民族としてアメリカ合衆国の支配から脱却しそして現在の不自然な姿を自然な姿に戻すということは理の当然であり正しい要求であると考えております。アメリカ合衆国は今日民主主義の指導者として世界に君臨しているが１００余年前において彼等は民族の独立と自由を勝ち取るために凄惨極まる流血の斗をした尊いそして誇るべき歴史を持つております。我々はこの合衆国の祖先がこのような勇敢な斗の下に自から独立を 取 得したことに対して心から敬意を表したい同時にこのような考え方に立つて沖繩の現実の姿に対しても十分なる理解がなされなければならないと考えるのであります。一昨年沖繩の問題を中心にして本島の状況調査に参つた上院外交委員から派遣されたところのコンロン調査団はアメリカに帰つてその報告書の中にいろいろとアメリカの本島政策を指摘しそして現状のままでアメリカが本島における施策をやりそして沖繩を現状のままで保持するのであるならばやがて自から敗れさる運命に至るであろうということを書きそしてより近き将来において沖繩は日本に返えすべきである、あるいは又同年報告された同じ上院外交委員会のシラキユーズ報告によりましてもすでに沖繩の基地を中心とする極東の基地は科学の発達によつて不必要な段階にきている従つてこの基地の撤退問題についても慎重に検討すべきである早急に施政権返還というものが考えられなければならないという報告もされております。ところが今回参つておりますところのこのホワイトハウスからの調査団の人々は今朝の新聞によりますというと施政権の返還はアメリカ政府は考えていないということを言つております。非常に矛盾しているのであります我々はケネデイ大統領が就任することによつて在野時代に発表しそして主張し続けたところの沖繩の問題その他世界の問題について実に建設的な意見を当時の政府に発表し勧告しておつたことに鑑みまして当然沖繩の現在の位置についての明るい見通しがくるものとして非常に期待しておつたのでございますがこのような調査団が参りましてそして真に沖繩の正しい姿を把握し帰つてアメリカの大統領に対して正しい沖繩の住民の意志を反映したところの報告がなされるものと期待しておつたのであります。しかしながら私が新聞で見たところの報道があるいは間違であるのか正しいのであるかどうか分りませんが我々はこの際調査団に対しても正しく理解を与えるためにこの決議をやつてそして沖繩が真に何を望んでいるか沖繩住民が今日まで１６年間如何に苦しみ続けてきたかということの実態を深く知らしめると同時にこの根本的な解決策は施政権の返還にあるんだということを認識させなければならないと考えております。こういつた観点に立つて私は提案されました施政権返還の要求と財政経済援助に関して賛成するものでありますがこの財政経済援助に対するものでありますがこの財政経済援助に対するものの考え方にいたしましても我々はこれを言葉のあやによる経済援助あるいは財政援助ではなくして当然施政権者の責任においてアメリカが負担すべき当然の義務を要求しなければならないし祖国の日本政府に対しましても当然これは祖国政府が潜在主権国であるという立場にたつて当然の支出である。これを我々は援助とはみたくないのでありますがこういつた立場に立つての要求であり又調査団にこの点については十分知らしめる必要があると考えております。以上申し上げまして賛成討論といたします。

○儀間　真祥　君

　本員もただいまの議案に対しまして賛成の討議を行います。まず沖繩県民は新安保条約により東南アジア防衛機構軍事同盟がますますしんらつになるということを目のあたり見ております。アメリカ基地権力者とその同盟諸国はますます強く戦争のハズミ車を廻しつつあります。そういうことからして且つてなかつたほどに戦争の傾向が増大している例えば今のあのベルリンにおける問題あれ自体も相当問題が発展してきております。こういう戦争準備をしているその戦争ヒステリー共が戦争が起つてもこれは核兵器を使用するまでに至らないということを言つておりますけれども一応戦争が起つた場合にはこの核兵器を持つ国であつた場合にはすべての自分の戦争遂行者はこれを施政に使うまでにいたらなくては敗北ということを認めない、こういうことからいいましてもこの戦争、これ自体を我々は喰い止めなければならないしかしながら今の沖繩ではあの池田、ケネデイ会談によりこの会談を具体化するために沖繩に調査団をやつてその後すでに攻撃兵器であるところのメイスＢこれを持ち込むようになつているこういうことからみましても沖繩が危機増大の道具に供されようとしていることがはつきりしている、この意味で沖繩の施政権を早く日本に返して共に日本と共に平和で心良い生活を送るようにしなければいけないと思つております。そういう意味で施政権返還をやらなければいけないと思つております。まず我々は財政援助について考えておりますけれどももちろん財政援助その物に対して我々の考えといたしましては当然日本の民主的な諸法律これを沖繩に適用してそれによつて当然の財政的な援助として署取るべきであるということを考えております。これが今実際に沖繩に適用されている例えば軍人恩給文官恩給そういうように当然沖繩にも通用できるだからしてこういうことは当然適用すべきだと思つております。というのはまづ国家の補助についてでございますけれども昭和３４年の場合まづ〃琉球政府がアメリカから援助を受けたのはどうなつているかというと３４年の琉球政府の予算２８２４万ドルに対しアメリカ民政府はどうしたかというと４５０万ドルの援助をやつております。これは琉球政府の予算額の約１割５分になつておりその反面沖繩とよく比較されるところの山梨県の場合に予算が２，０６６万４，０００ドルに対し国家補助が１，２８９万ドルでこの額をみました場合に総予算額の６割２分こういうふうになつております。もちろん人口におきましても８０万沖繩の人口も８０万に対して向こうも８０万である。そういうふうに財政の規模そのものが非常に違つており援助そのものにも相当違いがあります。

その代り沖繩の援助は少なくても国に納める国税負担がないこの点では山梨県は援助が多くても国税の負担額が多いのではないかといわれるかも知れませんが国税の負担をやつた場合に６８７万ドルであります。そうした場合に６００万ドル余りは国税より多いということになるそれからもうひとつ申し上げますと島根県の場合この総予算額２，１３１万１，０００ドルでその国庫補助が１，５１５万５，０００ドルになつております。これは予算総額の７割１分にあたつておりこれも国税負担はわずかに７９４万１，０００ドルでここでも補助金は多くもらつているこれから見ました場合に当然我々は日本に帰りそして当然の義務として日本政府が負担していくということにならなければ噓だと思つております。きのうの調査団の発表によりますとどういうことをいつているかというと１８日に施政権返還要求県民大会があつたその場合にこの議長団が向こうの調査団に会つて決議文を手交したその場合に調査団いわく米国は沖繩の施政権を返還する考えはないという暴言を吐いております。こういうことからいたしましてもこの調査団が何を意図してきたかということがはつきりするわけでございます。だからして我々はこの調査団を機会にどうしても県民の運動として祖国９，０００万同胞と共に沖繩の返還を一日も早く実現させるために運動しなければいけないと思つております。そのほかにあの嘉手納あるいは美里村の学校においては教職委員会が主体になつて向こうでは爆音がひどくて授業を休むことがあるからこれを何とかして緩和してもらいたいということを要求した場合に調査団は何といつたかというと「これは沖繩の美里村、嘉手納の場合はいい方だアメリカのメキシコなんかまだメキシコが大変だ」ということを言つております。こういうふうな暴言をいつているこれからいたしましても当然我々は沖繩にアメリカがおつた場合に自分たちの子弟は勿論自分たちまでもどうなつていくか分らない戦争というものは非常に過酷な掟を持つているというのは例えばアメリカは今局地戦争は核兵器を使用しなくてもいいといつておりますけれども一旦戦争が起つた場合に全部の戦争遂行を使つているというところからこの沖繩の戦争あるいは世界戦争そのものはその一点の線で区切つていくということは非常にむつかしいだからこういう戦争に巻き込まれないためにも自分たちの施政権を早く日本に返すという運動を進めていくというためにもこの施政権返還の要求は当然の声だと思つております。その意味で本員もこの施政権返還要求決議案に賛成する者であります。

○黒潮　隆　君

　ただいま上程になりました決議案第１４号に対する賛成討論を述べたいと思つております。繰返し那覇市議会に於いても施政権の返還に対する要請決議を度々繰返して決議しなければならない理由は過去１６ヵ年間にわたりアメリカ帝国主義者の沖繩県民に対する収奪と属領化政策から沖繩県民はのがれて日本の独立と平和自立の日本を打ち樹てなければならん人類に対する平和あるいは我々を含めた日本の独立という観点からも祖国復帰を勝ち取る以外にはないとものとみております。アメリカは口を開けばたびたび極東の緊張が緩和しないかぎり沖繩は手放さないということを言明しているがこれは大きな間違だと見ております。沖繩が日本から切り離されアメリカが施政権をにぎるようになつたのは平和条約の第３条によるものと我々はみております。しかしながら国連信託統治の提案を国連にするまでの期間というふうに明記されております。しからば国連の信託統治として沖繩が認められる情勢にあるか法的にも認められるかというとそうではないのであります。今の世界情勢を見た場合に植民地主義は崩壊しつつあり、民族自決と独立の世論は世界的に高かまりつつあります。もはやどのような国家でも他国の人民を支配し統治することはできなくなつた時代だと見ております。ましてや国連加盟の国家を信託統治することはできない日本も国連に加盟しているからであります。国連憲章第７８条により沖繩は日本の領土であり沖繩県民は日本国民であるということがはつきり書かれております。沖繩県民を含む日本国民の圧倒的多数が沖繩の返還を強く要求している情勢の中で一昨年に行われました国連総会においてソ連のフルシチヨウフ首相の提案した植民地主義全廃の提案が全会一致で可決されております。一国の反対もなく。しかしアメリカの場合は勿論棄権しております。今度の国連総会に対してもこの決議案の国連のとりきめたことを実施を行わせようという要求も出されております。我々と致しましてはさきほど儀間議員の賛成討論の中にもありましたようにこの度沖繩に来島しているアメリカの調査団これに対しては抗議と要求をすべきだという考え方に立つて沖繩人民党は斗つてきたのであります。八重山に行つたこともない調査団が八重山は非常に復興しているんだと、全然行つたかのような顔つきで発表しております。しかも民主党とアメリカの施政権を握つている権力者はますますこれを強化していくということを言明しております。従つて我々としては単なるお願いさきほど金城議員の財政援助に対する考え方にもありました通り単なるお願いではないとみております。抗議と要求でなければならんあの調査団の考え方をかえさせることは不可能だとみております。もし、沖繩が日本復帰したらということを儀間議員が指摘されましたが日本と比較してもはつきりする奄美の名瀬市の市民は４万ちよつとでございますが那覇市と比較しこ場合は日本の国庫から支出された補助金これが那覇の場合民政府、琉球政府からもらう補助金と比較した場合は実に３５倍から３７倍ももらつているということが数字的にはつきりしているのであります。この決議の中で祖国復帰、返還、沖繩が日本に帰ることによつて財政的にも沖繩は安定するものであると確信を持つものである。というふうに明記したのは正しいと私達は信じております。しかしながらただこの決議を繰り返すだけでは祖国復帰は不可能だとみております。さきほど申し述べました条約第３条これだけによつてはもはや沖繩の統治は不可能になりつつあるという考え方に立つて日本の当時の岸政府とアイゼンハワー政府により新安保条約が締結されております。これを如何に実施するかについて今度の調査団が来島したものだとみております。従つて私達としてはこの決議案をするからにはやはり施政権返還これを勝ち取るための斗い大衆的に日本の国民と沖繩の県民の連繫の下に国際世論に訴えて勝ち取らなければならないものだとみております。この世界世論に訴えるのが非常に効果があるかないかという点はみなさんもすでに御承知の通り、１９５８年１月に高等弁務官の瀬長追放に反撃して祖国復帰を強く要求する県民大会、大衆の意志を集結し民連勢力が那覇市長選挙に勝利したことについてニユーヨークタイムズがどのように報道しているかこれがはつきりするものであります。アメリカの代表的なニユーヨークタイムズはこう掲げております。アメリカはいよいよ沖繩問題でアメリカ自身キプロス問題を掲げたことに気付き当惑しているただひとつの解決策は新なる安全保障管理を放棄すべきでありアメリカはキプロス問題を繰返したくなければ沖繩から将来引き揚げるべきであると言うふうに主張している、沖繩県民の斗いの高まりがアメリカの世論に大きく訴えたことを我々は認めなければならないというふうに考えております。勿論この中に触れられている基地を安全にするための安保条約をとり決めなければならないという主張に対しては真向から反対するものであります。こういうふうな観点に立つてこの調査団に対して私達はこれを要求する単なるお願いではなしに要求としてつきつけるべきだという考え方に立つております。復帰協に加盟されている２０の団体ほ２３日の昼から１時間琉球政府の新庁舎前の広場で調査団に対する抗議大会これも開くような計画がなされております。従つて那覇市議会はこのような決議を実行させるために今後もますます斗いを強化していかなければならないという観点に立ち我々もそのために斗うことをお誓して賛成討論といたします。

○副議長（大山　盛幸　君）

　それでは討論を打ち切りまして採決に入ります。日程第１施政権返還並びに財政経済援助に関する要請決議書につきましては全員一致で可決決定して御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぷ者あり）

○副議長（大山　盛幸　君）

　御異議ないと認めまして日程第１施政権の返還並びに財政経済援助に関する要請決議書につきましては全員一致で可決決定いたします。

――――――――――　○　――――――――――

○副議長（大山　盛幸　君）

　休憩いたします。

（午前１１時５５分　休憩）

（午前１１時５７分　再開）

○副議長（大山　盛幸　君）

　中食のため休憩いたしまして午后１時再開することにいたします。

（「９番出席」と呼ぶ者あり）

（午前１１時５８分　休憩）

（午后１時５分　再開）

○副議長（大山　盛幸　君）

　再開いたします。日程第２損害賠償の決定について市長提出議案第７４号を議題として建設委員会の審査報告をお願いいたします。









○建設委員長（平良　真次郎　君）

　ただいま議題になりました日程第２の議案第７４号損害賠償について当委員会に於ける審査の経過と結果を申し上げます。本件に関しましては去る１６日の本会議に於いて当局から説明がありましたように、５８年３月１０日泉崎橋新設工事を国場組に請負せ工事施行中に電力公社所有の送電塔№５５番塔に損害を与えたため賠償することに決定したいとのことであります。これに対する質疑の主なるものを申し上げますと、損害賠償の通告が５８年３月１５日に電力公社より発せられてから既に３ヶ年を経過しているが、これを今迄遅延した原因を質したのでめります。これについては当局の関係所管課が数回に亘り談合を重ね最初民法上の問題として解釈していたが後で政府の賠償法に基いて支払うべきだという考え方と、支払うべきでないという両論に分れ、それに高圧線の地下埋設や市有地地料の未払い等あつて本件の賠償を引延ばしたのであるが６１年２月２１日非細分地の軍使用料からこの賠償金が差引かれておりこれについては抗議を申し入れているが何等の回答もなされず、市町村の現金会計法からも徴収と支出は帳簿上から明白にすべきであるという立場から、これは軍用地料と賠償問題は別個の問題であり違法であるが政府の賠償法の第２条の規定もあり一応支払うべきだという見解に立つたものであるとのことであります。委員会としてはいきなりこの軍用地料から差引かれたことに対し疑義があり一応電力公社出納官秘書の長嶺ふみお氏を招致し本件に関する経緯を聴取し色々意見の交換がなされたのであります。即ち本件に関しては那覇市の都市計画事業推進の上からも民政府は協力的になり補助若しくは援助すべきでありこの損害賠償については減免して貰うべきであつてこれをいきなり軍用地料から差引くことは妥当でないということを話したのに対し減免に対しては今迄一度の話合いもなく少くとも１ヶ年前だつたら話合も出来たが既に引いた金額は公社からＰＥに納入され帳簿の整理も完了しているとのことであり尚軍用地料から差引いたことについては電力公社は民政府の管轄にあり出来るという見解であるとのことであります。結論としては本件については５８年３月から事件が発生しその間電力公社と何等の減免折衝もなされておらず賠償法の第２条のみを以て止むを得ず承服したことは委員会として納得がいかず今一応減免に対する市長の政治折衝、又は賠償法に対する法的根拠も充分検討すべきであるというのでこれを全会一致継続審査することに相成つた次第でありますので議会閉会中の継続審査をなさしめるよう各位の御賛同を得たいのであります。尚本件に関しましては議案第７２号１９６２年度那覇市才入才出追加更正予算とも関連しているので、この予算については収入は収入として認め支出は削除して貰うよう総務委員会に要望を付し報告を致した次第であります。



○副議長（大山　盛幸　君　）

　ただいまの報告に対して質疑に入ります。

○宮里　敏慶　君）

　今の損害賠償につきまして市長は電力公社と損害賠償の全免あるいは軽減について折衝したかどうかこの点についてお尋ねします。

○市長（兼次　佐一　君）

　提案理由の説明の際に受けました質問の中で答弁致してありますが全免軽減の交渉をせず支払わぬという意志を伝えております。

○赤嶺　慎英　君

　建設委員長にお尋ねしたいと思いますが本工事は国場組が工事施行者になつておりますが損害の模様という説明に橋脚工事のため地下送電塔付近を堀下げ中突然送電塔が傾き云々と説明されておりますが委員長の御報告からすると電々公社との話し合いはなされておるように承つておりますが工事施行者の工事中突然傾いたというこの鉄塔につきまして国場組とその時の模様を聴取なさいましたでしようか。それがもしなされておりましたら御答弁を望みたいと考えております。

　次ぎに２問那覇市が受領すべき高圧線の地料軍用地料を電力公社がもうすでにとつており１、２年前の調整なら電力公社との話し合いでできたがもうすでに電力公社から地料として相殺の形になつており非常に困難というふうな説明を承つておりますが委任状もなにもなくして相手が取るべき金だからということだけでこの地料は相殺されてしかるべきかどうかということを御審議なさいましたでしようか。御答弁を望みます。

○平良　真次郎　君

　ただいまの質問の２点が委員会としても最も重要な質問の要点になつているわけでございます。つまりこの工事を施行させて結局鉄塔が傾いたとそれに対する措置をポストヱンジニアによつて施行されてこれを修復したと更にこれを修理して仮のいわゆる送電線をまたもと通りなおしてやつたと、そうしますとこれの工事はつまり那覇市が国場組に請負させたという形をとつておりますがこの問題については土木課長からもいろいろ説明された、これはどこが賠償すべきだといろいろ問題が国場組あるいは電力公社那覇市３者をまじえて数回にわたつてその論議は交わされ那覇市としては払うべきでないというような説が非常に抬頭したということで遅延したという報告があつたわけでございます。その契約書の中には結局工事に大きく支障をきたさないようにやれという仕様書があつたというようなことであつたそうでありますがいろいろその解釈上の問題からそれが両方とも譲らないままに現在までのびたというような報告でございます。そういうようなわけでいわゆる那覇市の技術面あるいはそういつた面におきましても那覇市が賠償すべきではないというようなことで大部もみあつた結果しかし最終的に政府の賠償法の第２２条によりまして結局意見が一致してこの提案がなされたということに相成つているわけであります。この問題につきましてはやはり地方財政の市町村の財政の建前からもやつぱし収入と支出というのは別箇のものでありましてそのために特に委員会として総務委員会に要望を付したのもそういうあらわれであります。あくまでも収入は収入として賠償は支出は支出としてはつきりさせるために特に要望を付したようなわけでありまして当委員会としてはやはり地料から賠償金を差し引いて残りを収納するんだというような見解は全員反対をしているわけであります。そういうようなことで一応委員会の審査をしてきたのであります。しかしただいま市長さんの答弁は宮里議員の質問に対する答弁は支払わないというような御答弁があつて前の市長提案の７４号は支払うんだという見解を表明してわざわざ臨時議会にしかもこの災害対策の議会においてむしろこれはあとでもつと研究していただくべき性格の議案であるにもかかわらず今回これを出したかと思えば支払わないんだというような見解に立つことを非常に残念に思うわけでございます。私達委員会としてはあくまでもこれを十分検討したいという意味で継続審査にしたわけでございます。あるいは貧困の那覇市財政を潤おすためにも是非減免の措置を今一度とつていただきたいとこれは過失であるとそういうふうな見解に立つて今度折衝していただきたいというような考え方に立つて御報告申し上げたやさきに支払わないといつて今期議会に災害対策議会においてこれも出しているなにかしら私達としてはこの議案をそれじや市長は撤回するのかどうかそういう意味であるのかはつきり聞き出せなかつたわけでございます。この議案は支払うということの議案でありますが今それとは全然相反するような答弁をなされたようでございますがその点をもう少し詳しく余り十分内容を聞きとれなかつたわけでございますがもう一回市長の宮里議員の質問に対する答弁を求めます。

○市長（兼次　佐一　君）

　議会における質問答弁の一言一句はすべて記録に残るものであり答弁するものは質問に対してのみ答弁するわけでございます。今先の御質問は市長はこの賠償金に対して今日まで電力公社と交渉したかありやいなやを聞いておられます。提案理由の説明の際の質問にも申し上げた通り減額、免額を交渉すべきじやなしに支払わないと今まで意思表示しておりますとこう答えます。その後説明が要らないとは思いますがそれでは支払うという意味において提案しているんじやないかその通りでございます。過去における折衝を聞かれたので過去における私の折衝のあり方を説明したのでございます。しからば何故支払うようになつているかということはすでに説明済みでございます。もし宮里議員が市長は支払う意思がありや否やをお聞きになるならばあるが故に提案しておりますとお答えしたでございましよう。

（「分りました」と呼ぶ者あり）

○黒潮　隆　君

　この７４号議案を審議するにあたつて当時泉崎橋の工事をはじめるとその当時は軍用地として契約はしてなかつたというふうに本員は見て建設委員長に質問するのであります。軍用地として契約してないところに建てたとするならば向こうが勝手に人の土地に高圧線を建てたということになります。

そうした場合那覇市としては都市計画に従つて泉崎橋の工事をはじめる場合はやはりその場合に契約もしていないものから損害賠償これを要求されるということは不当というふうに本員は見ておりますがこれについて御審議がなされたかどうか。

（「７番出席」と呼ぶ者あり）

○平良　真次郎　君

　現在差引かれる軍用地料は５４年の１０月１日から５９年の６月３０日までの軍用地料から賠償金を差し引くとこういう具合になつております。この当時は要するに鉄塔を真和志周辺に移動するんだというようなわけで地主も又早く撤去してもらいたいというような考え方からこの土地の契約についてはなされていなかつたわけでございます。そういつたような問題も錯綜いたしましていろいろこの問題が延引したということにもなつてるという答弁でございますが特にこの土地を無断で使用しているんだとこういつたふうなことも早く解決したいというようなことでリストが昨年送られましてそれに基いて差引かれるということで土地課長の方ではこれは大きな問題であるということでいろいろ折衝を重ねていつたとの報告があります。こういうようなことで地料からこれを差引くということもどうも考えられないということで土地課の方にも質しましたところもしこの賠償が正式に認定され議会で議決を得た場合には地料は地料として全額を受取つた形にし更に賠償金は賠償金として支払われるんだとそういうようにしてこの支出面をはつきりしたいとこういうようなことであります。特に長嶺電力公社秘書からの話は一応収納ずみであるような見解でありますがしかし地料を那覇市が受けとらないのに向こうが収納したというようなことを法的にははつきり我々も理解しにくいわけでございます。那覇市が地料を受けとらない向こうが先き廻りをしてそれを収納したということもやはり理解しにくいわけでございます。そういうような点からいたしましてもこの問題は今一度十分電力公社のそういつたような措置の面も調査の上でやるということでこれは継続審査にしております。

○赤嶺　慎英　君

　ただいま委員長からの説明で分りましたので土地課長さんにお尋ねしたいと思います。我々が軍用地料をもらうときは自分で自分の印鑑を持つていかねばもらえないというのが原則でありますが土地課長として軍用地料を貰うのに貰う権利を外の人が那覇市が貰うべきものをすでに相手の方で相殺してしまつているそういう事実に対しまして市として土地課としてどういう措置を行われておりますか法的に貰うべきだがすでに電力公社がとつているこれは仕様がないという御見解かどうかそれともこの賠償を要求するだけにそれだけ強く市としても貰う権利のものは権利として主張された事実があるかどうか又、法的にそれでいいのか悪いのかを御説明を望みたいと思います。

○土地課長（当間　林徳　君）

　お答えいたします。これは違法な行為であると認めましたので早速これについては抗議文を発したのでございます。その内容を申し上げますと６１年の４月１７日で発送されております。市長から米国陸軍工兵隊不動産部長レイトン氏宛の書簡であります。これはリストンが発せられるのが不動産部長の名前で送られて参ります関係でこうなつております。収用宣告書第３９８号改訂第１号における軍用地料支払い額の－部訂正方について１９６１年２月２１日付で送附された収用宣告書第３９８号改訂第１号によれば琉球政府は収用宣告書第３９８号の本改訂第１号の提出をもつて添書Ａに示す如き損害財産修理費として前述せる賠償を果すべく必要とされた那覇市有不分割地につきアメリカ合衆国によりこれまでなされた供託の中その部分に相当する５，４１１ドル５７セントをアメリカ合衆国に返済するとして添書Ａ５Ｐに示すごとく１９５４年１０月１日より５９年６月３０日間の那覇市有不分割地料６，２３２ドル７９セントより５，４１１ドル５７セントを差し引き８２１ドル２２セントを支払うことにしてあるが、このような措置はつぎに述べる理由により不当であると思料いたしますので６，２３２ドル７９セントの全額が支払われるよう訂正方を要求致します。この措置を不当とする理由、１、市長村自治法施行規則第６０号これには市長村税その他一切の収入を才入とし一切の支出を才出とし、歳入歳出はこれを予算に編入しなければならないとなつておりこのような予算編成上の原則を総計予算主義と言つている。総計予算主義原則は即ち現実に収入があればかならずこの才入にたて支出にあたってはかならず才出予算からこれをすべきことを要求しており市町村の収入を一亘収入に納入しないで直ちに使用することは禁じられているこの収入を直ちに使用することを才入才出の混同はといつている才入才出の混同は地方自治法旋行規則第６０号に違反する行為であり予算の制度を根本から破壊するものとして巌に警戒を要することである。２、市町村自治法第３６条は市町村の議会は左に掲げる事件を審議しなければならないとしてその１１項に立法で定める義務に属する損害賠償の額を定めることと掲げてある損害賠償の額を定めることは議会の議決事項になつているので議会の議決を経てなお才出予算に計上しなければこの額を決定し支出することはできない。３、３、軍用地料は確定債権であり損害賠償は未確定債権である確定債権を相殺することは違法であると思料される以上のような抗議文を出したのであります。これに対しましてその後何等の回答もございませんでしたので更に６１年の９月８日附けでもつてこれの回答を督促いたしてやります。その内容は題目は同じでございます。首題の件に関しては１９６１年４月１７日附きでＤ、Ｅ宛に訂正方の要求を出してあります。この問題は市町村自治法に反し予算措置上これは支障をきたすものであることは前書簡において詳述した通りでありますがこれに対し未だに御回答なく事業にも支障を生じますので至急御検討の上御回答を重ねて要請いたします。これに対してもまだ返事を貰つておりません。

○黒潮　隆　君

　当局にお尋ねいたします。ただいま土地課長の述べておられた２つの理由これによつても不当であるというふうな要求をしております。しかしながら本員は他にも理由があると見ております。さきほど建設委員会に質問しました軍用地の問題でございます。軍用地として軍にこの賃貸契約をされていない当時の事件になつております。従つてアメリカが借りていない土地そこに勝手に高圧線を建てているそこに那覇市が都市計画に従つて那覇市の工事をしたということで向こうの高圧線が傾いたということで那覇市に対して損害賠償を要求すべき筋合いのものではないというふうに見ていますがこれに対する当局の見解もう一つはこのように提案理由の中でも不本意ながらやむを得ない支払わなければならないという説明と更に金城議員の質問に対する市長の答弁は圧力によるものだというふうに答弁をしております。このような不当なものに対してそのまま向こうが支払うということになれば支払うということが正しいものであるかこれに対して不当なものに対してはあくまでも斗うべきではないかというふうな見解を持つておりますがこれに対する御答弁をお願いします。

○土地課長（当間　林徳　君）

　第１問につきお答えします。高圧線はその以前から用地はすでに軍用地として使用されていたのでございます。これが軍用地から開放になりましたのは５４年の１０月以降はこれを電力公社に移管するという目的で開放になつておつたのであります。それから昨年に至るまでこれは開放の形でそのまま地料も払われないままにすぎておりますが去年になつてから更にこれは継続して軍用地として使用するということが変更になりまして軍用地としての使用が継続されているわけでございます。従いましてその間軍用地でなかつたということにはならなくて軍用地としての使用期間に空間はなかつたわけでございます。ずつと以前から継続してつまり５４年の９月３０日まで開放になつたということが取消しになりまして継続使用ということになりました関係上軍用地としての使用そういう面にはこれの契約の有無にかかわらずつまり契約と申しますのは布令２０号によりまして５９年度以降が軍用地に対して正式の契約がなされたのでありましてそれ以前は契約はないままに軍用地としての使用が一応認められたというふうな恰好になつていたわけでございます。そういう面におきまして特にこの高圧線の用地のみがそういう関係にあつたわけではなく他の軍用地も同様にその期間も軍用地としての使用する権利はあつたものとして認められるわけでございます。

○黒潮　隆　君

　ただいまの答弁は納得できないわけでございます。賃貸契約しないかぎり軍用地として認められないというふうに見ております。伊江島の場合も賃貸契約してないところは演習場の中にもブロツク建物家屋を建てております。又国場真和志の農家部落から高圧線を設置しようと測量した場合は杭を抜いて拾てておりますがこれに対しても損害賠償は要求されない点から契約してあればあくまで支払うべきではないというふうに考えますが勝手に向こうが造つているわけであつてなにもこつちとして対衆にはならないでしよう。

○土地課長（当間　林徳　君）

　地主は５４年の９月３０日までの地料はその以前にすでに受取つていたわけでございます。それからこれが開放の通知が出されましてその間約４、５年の間地主としては別にこれの使用に異議を申し出なかつたわけでございますがその理由を関係地主に質しましたところ地主としては高圧線を撤去してもらうというのが１番の目的であるとこれの地料云々を公社の方に申し出るのは一応これが撤去されたあとに地料支払についての話はできるという考え方からその間は地料の問題にはふれなかつたということを聞いております。つまり地主の方といたしましてはその間地料の請求をすれば当然できたわけではありますが地料の請求をするよりはこれを撤去するという問題が重大な問題であるという観点からまづ撤去せよという問題をさきにやらせようというその前に地料の問題を打ち出しますと結局撤去がのびるんじやないかというふうな考えもございましてまず撤去がさきその後でその間の地料の請求をするというふうな考え方のもとにこれが長い間そのまま軍用地として軍用地としては一応開放になつたままで公社の方とこの土地使用について話はなされなかつたということを聞いております。

○黒潮　隆　君

　本員としては契約されていない土地これは軍用地として認めるべきではないということの意味ですよただそれだけですよ。

○土地課（当間　林徳　君）

　今質問を聞き漏らしましたか・・・・・。

○黒潮　隆　君

　結局契約されていない土地は軍用地ではないわけです。それをアメリカがそこに建物を建てておつた那覇市が橋を造るために傾いたから損害賠償を要求するのは不当じやないか例えば他人の屋敷に建物を建てて地主が自分の工事をやつた場合、建物がゆがんだから賠償を払いなさいということは筋が通らないじやないかという意味ですよ。質問しているのは・・・。

○土地課長（当間　林徳　君）

　この問題は今の高圧線関係の問題のみ適用されることじやなしにこれは全軍用地に対してもしこれが適用されるとしますならば他の全軍用地に対しても同じことがいえるわけでございます。

（「その通りですよ」と呼ぶ者あり）

　契約が個人との契約がなされるということは布令２０号によつてはつきり謳われたことでございまして最もその以前にも契約をすべくアメリカは要求したのでありますがこれが税法の規定、結局地主、沖繩側も納得させてこれがやつと契約できるようになつたのは布令２０号によつてはじめてこれが実を結ぶようになつたのであります。従つて軍用地に対する契約と申しますのは５９年度からなされたことでありましてその以前には他の軍用地もすべて契約はなされていなかつたのであります。

○黒潮　隆　君

　従つて契約されていないので損害賠償を要求されても支払うべきではないという点については少しも答えていない。

○市長（兼次　佐一　君）

　大変ただいまの御質問は研究すべき、検討すべき重大意味を含んだ御質問でございますが利用された土地、契約されないうちはそこにある施設物に如何なる損害を与えても賠償の必要がないということについては如何なる法的根拠に基いての御質問でございますか。御教授をお願いいたします。

○黒潮　隆　君

　例えば例を申し上げます。私の土地に賃貸契約をしない他人が建物を建てた自分の土地だからその隣りになりますね建物が仮りに井戸を堀る場合に勝手に造つたそうすると他人の建物がゆがんだ場合その地主に対して損害賠償を要求できないのではないかという意味から私は質問をしたのです。法的な研究はしておりません。

○市長（兼次　佐一　君）

　それでは継続審議になつておりますのでただいまの点について法的に後刻御教授を願いますが該位置が市有地であつた場合にその後におけるいわゆる橋梁をかけるために損害を与えたという場合は如何なる法律によつてどのような措置が構じられていたかこれは布令を調べれば明らかであります。市有地であつた場合又個人有地であつた場合はその地主との間に契約が結ばれていない従つてそこにある施設に損害を与えても賠償をする必要はないという点が法的に明らかであればこれから我々の考え方は非常に明るくなるのであります。しかし常識的に考えましても他人の土地に無断で建設をした場合に施設した場合はこれを他の他人が損害を与えていく場合にこれに賠償を与えずにすむような法律があるかどうかは非常に疑わしいのであります。なお又市有地であつた場合にすでに法に等しく事例をもつてこの土地に対するところの施設の権限をアメリカは有していたものとして解釈しなければならない。この法律を否定してかかつて損害賠償を与えないということになればいざしらず現にある法律によつてアメリカのもつ権限というものを肯定していく場合にも損害賠償を与えないという黒潮議員のおつしやることが法的に根拠があるとするならば大変明るい結果が生ずるだろうと思うのであります。

○副議長（大山　盛幸　君）

　休憩します。

（午后１時４６分　休憩）

（午后１時４７分　再開）

○副議長（大山　盛幸　君）

　再開いたします。

○真栄田　義晃　君

　一点だけ今後に継続審査による場合も重要な問題でありますのでお聞きしたいのであります。さきほどの１７番議員それから１１番議員の質問に対する市長の答弁に関連しておりますが現在当局は議案７４号が議決後の政府賠償法の２条の適用を受けて当然支払うべきであるというような立場に立つておられるわけであります。ところが建設委員会における審査の当初においてこれまで当局の方にはそういう道程的な見解がなされておらなかつたひとつは契約が民法によつてなされたものでありあの請負工事があくまでも民法の適用を受けるべきである更に財政賠償法の２条にいたしましてもそれの適用を今度のような場合は受けるべきかどうかということについても疑問があるそれは政府あるいは公共団体の施設これが他人に損害を及ぼしたという場合のことについての解釈でありますがこれはすでに造くられた橋あるいは道路そういつたものが氾らんの原因になつた事故が原因になつたそういつた場合は政府賠償法の第２条の適用を受けることはなるほどその通りと解せられるしかしながらこの橋を建設する当初においてどういう具合に事故が旋行者である請負業者によつてなされた場合になおかつ条項の適用を受けるべきかという疑問であります。そういうようなことがいわれておるそういう２つの主なる見解が打ち立てられまして現在提案されているような法律的な見解に達せなかつたというようなことがいわれております。そういう過程から考えてみますと現在支払うべきであるというような見解が述べられておりますが市長は今期議会の開会初日におきましてこの議案第７４号の提案理由の説明これに関連する質疑のやりとりの中で不本意ながら支払うというようなことを言われておるしこれは議事録にも載つているのであります。もし現在この議案を提出する段階においてすでに政府賠償法第２条の適用を受けて当然賠償すべきであるというような見解に立つとするならば不本意ながら支払うということは我々は理解に苦しむところであります。もし当然そういう道程的な見解に立つならば本意で支払うということになるわけであります。しかしながら不本意ながら支払うというところに我々は統一的な見解なるものが無理やりにそういう具合につくられたんではないかというような印衆を持つのであります。つまりこの鉄塔の受けた損害これは損害の請求額に相当する分を非細分地の土地使用料からおさえて那覇市にもつてくれというような不合理な行為これがすでに既成事実としてその道程的な見解にむりやりに到達したんじやあないかと思います。もしそうでないとするならば不本意ながらという理由が非常にあいまいになつてきます。なぜ市長は支払うべきであるとそういう見解に立つておられるならば不本意ながらなぜ不本意であるのかその辺の事情を御説明願いたいと思います。

○市長（兼次　佐一　君）

　不本意ながら支払うという意味についてはただいま指適された質疑応答の際に申し上げた私の言葉の中から読みとれるのではないかと思うのであります。すなわち支払うべきものは支払い受けるべきものは受けていくということでなければならない今先土地課長のいわれた総計予算の原則というより絶対的条件この条件の中から受けるべき総額を受けて然る後に手続きを踏んで支払うべきものであるがすでに差し引かれており差し引かれた残額はいつでも受け取られるのでありますがこれを受け取つた場合には差し引き分を認めるということになるのであります。よつてこの賠償金の支払いということについての法的な関係を私の担当課長に研究させましたところ支払わなければならないという結論がでたということになつたのでここに予算としてもつべき形式をとつて予算化をしたわけでございます。いわゆる当然なすべき形式によつてこれを予算化したのであります。だがすでにそれだけ分は差し引かれておりますので普通の場合の予算に基づく資金の相殺とはおのずから異なつてその点は残額分をもつてきて入れるということになるわけでございます。このいき方がそもそも間違つている従つてつぎの言葉を述べております。詰腹を切らされたような思いがするとこう申し上げておきましたそれはすなわち総計予算でなければならないという絶対的原則の上に立つてですこのような予算措置をするための予算編成をもつて出さなければならないというのが詰腹でありなお又残額の金というものは緊急に必要であるこれを今日もし正式に相手の訴えを待つてしかる後に支払うという場合にはその残額のそれまで金をねかしておかなければならないこれを有効に早く使用したいという考え方が今日の詰腹を切らされたような恰好になつているというわけでございます。それが不本意ながら支払うという意味であります。

（「進行」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸　君）

　日程第２の損害賠償の決定について市長提出議案第７４号につきましては議会閉会中の継続審査でありますので委員長報告通りそれを承認することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸　君）

　御異議ないと認めまして日程第２損害の賠償の決定について市長提出議案第７４号につきましては議会閉会中の継続審査をなさしめることに決定いたします。

――――――――――　○　――――――――――

○副議長（大山　盛幸　君　）

　次　日程第３財産の売却処分について市長提出議案第７１号を議題として総務委員会の審査報告を求めます。

○赤嶺　一男　君









○総務委員長（赤嶺一男君）

　日程第３の議案第７１号財産の売却処分について本委員会に於ける審査の経過並びに結果につき御報告申上げます。本案は台風２３号による災害復旧事業費に充当するため崇元寺町１丁目地先埋立地４０１坪を財産評価委員会の適正妥当な価格を基準にしてその隣接地主に対し、その土地の利用度を勘案し随意契約で売却したいとの説明がなされたのであります。論議の焦点は、その土地を売却しないで不要不急の経費を削減し、台風災害復旧の経費を捻出出来なかつたかどうか当局の説明によりますと、今迄北岸一帯の土地は前後三回に亘り売却しその財源は、河川、排水等の工事費に充当し、今回の売却予定地も災害対策の費用に計上されるものであり、その使途においてむしろ妥当であり最上の方法であるとの説明がなされたのであります。尚若干の質疑がかはされたのでありますが結局賛否両論に分れ、即ち賛成意見としては災害復旧は急務中の急務であり、その財源捻出のため課税課長、徴収課長を招致し課税、徴収面について質疑を行つたのであるが、財源捻出に自信がないとの答辨がなされたのであり、この様に土地の売却は万止むを得ない時に処理されるものである、ましてや市民の立場からは１日も早く災害を復旧せしむることが急務でありそれには土地を売却してでも復旧に全力を注ぐべきである。尚１９５３年から１９６１年迄の９ケ年で２２回の土地の売却をしており、その坪数において１９，４７７坪余、金額にして５７７，６０６弗となつている、今回の措置は止むを得ないものであり１日も早く復旧に拍車をかけるべくこの財産売却については賛成であるとの意見が開陳されたのであります。これに対しこの財産売却処分については基本的には処分すべきでないが今回の場合は止むを得ないとの事であるが売らなくても災害予算は編成出来るしかも同一人に二回に亘つて売却するということも大きな問題である、この土地を売却せずに不要不急の経費を災害に振り向けるべきである、即ち議会交際費、特別旅費、市交際費、予備費等を充当した場合土地の売却はやらないでも捻出出来るという見解から本案に反対するとの意見があり、採決の結果賛成多数でお手元に配布致してあります委員会審査報告書の通り原案を承認することに致した次第であります。宜しく各位の御賛同を得たいのであります。

○副議長（大山　盛幸君）

　質疑に入ります前に御報告を申し上げます。泊前島通り会の前田朝信知念忠信新田宗賢、日高栄次郎、佐久川政功、堀川恭政、宮城栄進、金城常弘、平良亀助、伊波長吉、真喜志康益、宮城善正、岡野五郎吉、森山紹一、親泊康善の連署をもつて議会議長宛にお願いという文書が参つております。

さきに那覇市崇元寺町一の１４５番地の土地申請いたしました泊前島通り会長前田朝信から同会クラブ敷地としてさきの通り連名をもつて申請いたしますので御了承下されよろしくお願いしますと１９６１年１０月１８日付きをもつて参つておりますが、これはシセイ的な陳情になつておりますが総務委員会に付託してありませんでしたので一応本会議に報告いたしまして今日の結論でこれを処理したいとこの思料いたすので御了承願います。これから質疑に入ります。



○赤嶺　慎英君）

　総務委員長にお尋ねいたします。土地の市有地の売却につきましては条例の市有財産の取得管理及び処分条例の第２０条を読み上げてみますと、次の第１に該当するときは指名競争入札または随意契約によることができると謳われましてどれか一項にあたつているようであります。それを読み上げてみますと官庁又は公共団体に売却するとき入札に付しても入札がないときまたは再入札に付しても落札がないとき予定価格８３３ドル３３セントをこえない物件を売却するとき、物件を関係者に売却するとき直接公共の利益となるべき事業のためその企業者に関係物件を売却するとき議会の同意を得たとき６項目に謳われておりますが本案は随意契約というふうになつております。そうした場合にこの条例の２０条の６項目にそれぞれ売却予定さきの前田朝信又は伊良波長吉、真喜志康益、宮城善正各位とはどういうふうな条項にあてはめてこれを随意契約をなさろうとされたか御審議されたことがございましたら御答弁を望みます。

○赤嶺　一男君

　今度の委員会におきましてはただいまの御質問の審議は全然なされておりませんがこの委員長報告にありました通りこの土地の売却についてはこれが４回目になつております。当局の説明によりますと区画整理事業において市に協力をしたというようなことが随意契約をなしている原因であつたかのように以前の委員会において説明を聞いた覚えがあります。

○赤嶺　慎栄君

　ただいまの委員長の御報告によりますと今回の委員会にはそれは審議されておらないようであります。

ので担当部長さんに御答弁を望みます。

○総務部長（崎浜　国宏君）

　お答え申上げます。このことにつきましては条例の第２０条第１項、第６項議会の同意を得たときという条項を根拠といたしまして提案したわけでございます。

○赤嶺　慎英君

　ただいまの御答弁で議会の同意を得たときというふうな御答弁でありまするが少なくとも本条例は随意契約ということは第２義的であつて本条例の財産を売却するときは指名競争入札をやるというのが根拠の趣旨じやないかと本員は考えるのであります。それを無理して随意契約にもつていきそしてこの６項の議会の同意を得たときというようにあてはめて処分なさろうという当局の御立場それを説明願いたいと本員は望みます。

○市長（兼次　佐一君）

　この問題につきましては当初売却をする際にもその後におきましても数回に亘つてつぶさに説明を申し上げてあるわけでございます。ここでその主なる理由を申し上げますと今売却処分をしようとする土地の隣接の居住者の方々は軍管理の土地に居住しております。これが区画整理事業を行わない以前におきましてはある程度の自己能力をもつてその隣りのいわゆる当時の公有水面に対しまして若干動力を入れそしてこれを利用していたわけでございます。これが区画市長整理事業が行われます際に当時の当間市長に対し区画整理事業が完成した場合に処分する際には優先的に隣接の地主に処分の権限を与えてもらいたいという陳情書を提出し将来そのような処置をとる場合には隣接地主を優先的に対衆として認めるというところの一札を当時の当間市長からもらつておられるのであります。これはさきの陳情者の中に写しが添えられていたと思つております。我々が何故競争入札に付せなかつたかということにつきましては個人の場合におきましても個人間の土地の売買の際におきましても隣接の地主もしくは従来その土地を直接間接にある程度利用していた人々に対しましては売却する意志を伝えその人に買取る意志がない場合にははじめて他人に売渡すということがまず人情のあり方ではないかと思うのでございます。今日その隣接にいわゆる又吉道路に面して家を持つておられる方々はそれぞれ自分の屋敷に並行して後に埋立てられた土地を購入することによりまして非常なる利益を受けられるわけでございます。その際に非常なる利益を受けとるとするならば高額で購入してもいいんじやないかという意見も議会に出たわけでございますが該土地の金額査定におきましては公入札する場合においても同様な手続きをとり評価をされているわけでございます。その評価に基いて隣接の地主に優先的にこれを売却しようという意味において御承認を求めておようなわけでございます。はなはだ申し上げにくいのでございますが一回目にこれが随意契約をなそうとした際にこの中から幾らかその方々以外の人々に分けて与えるならばスムースにいくであろうという意見もあつたようでございますがそういたしますというと初期の目的からはずれるのでたとえ一坪でも隣接地主を除いて他の人に売るといたしますればそこには支障が伴うものである当初の考え方が破壊される従いまして私たちは同額をもちまして処分する際に隣接地主に利便をはかるという意味において優先権を与えるというのが随意契約の同意を求めているところであります。普通あの評価は公入札に付したその結果を見なければ分らないのでありますけれども第３者の立場から客観的にみました場合においてもほとんど人の屋敷の後につながつている土地をあれだけの価格で第３者が買い受けるかどうかこれも疑わしいのであります。隣りの人であればこそこれを大いに屋敷に加え利用していこうというところに彼等のねらいがあるのでございまして評価においてけつして安くしているというところがないという点を強く申し上げることができるのであります。御質問に対する答弁は隣接地主に利便を与えて今日までこれが管理においても使用においても協力的であつたという点を認めておるというのがその趣旨でございます。

○赤嶺　慎英君

　市長の御答弁から承りますと買い受け入予想の方々がすでに過去の区画整理において相当協力なされたその条件があるかどうかは知りませんがどうも前市長時代に契約を優先的にするという点も過去の議会において吟味されたというふうな陳情書を添えて吟味されたいということでよく随意契約の趣旨も分かつたような感じがいたします。更に情的に隣接地域の敷地であるが故に売るということはこれはあくまでも人情論でありまして条例の趣旨からするといささかはずれたような感じがするわけでありますが委員会におきまして現地調査をなされたときに果たして市長がただいま御答弁になりましたように独立した敷地には不適当ここに掲げてあります数字からみますと１４６坪９９坪５７坪５０坪４９坪というふうな筆数かどうか知りませんが明記されておりますこれが隣接した土地であつてこれは現在使つている人に売らんかぎりこれは独立した使用価置がないものであるかどうか現地調査をなされたならばお聞きかせ願いたいと思います。

（「議長補足します」と呼ぶ者あり）

○市長（兼次　佐一君）

　今先の御答弁に若干追加させていただきます。したたらずで御理解しにくかつたかも知れませんが地域社会の発展即ちあの一帯の地域住民からのたつての要望がありその地域社会におけるところの公共施設などの要望もあるわけでございます。それは即ちクラブあるいは郵便局敷地としてもつておきたいなどという要望も含くまれておるわけでございます。今日譲渡しようというところの区分の中に独立した屋敷にしてもけして不適当でないないところもあるわけであります。その内容を申し上げますと無断に使用していた方々がおられるいわゆる公有水面を無断に埋立そこを使用していた方々がおられるこの方々が埋立によつて立退きを余儀なくされその方々に対しましても勿論優先権を与えて今度の売却の対象としているわけであります。あるいは場所の一部変更これを処分しまする場合に相手の利益利便を計る意味において通り会でもつて一部の人は他に土地を求めて移し残つた者を隣接の人に与えるといつたように内容においても通り会が手を入れている現状であります。従いまして通り会を中心とした直接関係のある人々も納得の上に立つての区分であるという点を申し添えておきます。

○赤嶺　慎英君

　ただいまの市長の御答弁から考えてみました場合に地域社会を主体において地域社会が如何に明るくなるかというお考えの下に随意契約をなされるということは非常に穏当と本員は考えるのでございます。ところがその地域社会を明るくする範囲において議会に当然公有水面の埋立の問題で議会の議決を経てなされてはじめて使用できる土地を無断で違法の上に立つて土地を埋めて使用したが故にこれも優先的に随意契約でやつていこうとするということになればこれに恩典を与えるという事実は将来那覇市政に禍根を残すおそれがあるのではないが例を申し上げますが先般の本会議において奥武山の漫湖の埋立を議会が否決したという事実もありますがそういうことも関連いたしまして違法でやつた人に対して随意契約という主旨奥典をさずけて果たして今後の那覇市政に禍根を残すおそれはないかどうか市長の御見解を望みます。

○市長（兼次　佐一君）

　無断に埋立無断に使用ということに対する考え方でありますがもしその通りの解釈でもつていきます場合に法治社会において許されないことであります。しかし過去におけるところの情勢を検討いたします場合に自から情状酌量にあたいするような措置をもつてやらなければならないという結論がでるのでありますが無法地帯と申しますかあの終戦後の混乱時代社会において１坪も屋敷を得ることもできない人々が背に腹はかえられない個人の土地にさえ入り込んでいた時代に公有水面埋立でそこを利用していたということは許されて然るべきと考えておるのであります。ついでに随意契約の範囲内における御質問でございますが後刻でるものと考えてまして申し上げることはそれよりも売却すべきものであるかどうかという点について申し上げたいと思います。該土地は将来公共施設のために残しておくべき土地であるかどうかが１点もうひとつは売却することによつて付近住民に不利益を与えないかどうかという点が２点であります。基本財産を土地を売却する場合最も根本的に検討の対象となるのはこの２つでございます。この２点からいたしまして将来この土地を持つておりましても公共施設に必要であるという点は考えられないのであります。２番目にこの土地の処分によつて不利益を与えるのではなく利益を与えるという結果になつてくるのであります。当時この土地を埋立られた当時の当間市長さんを個人的に市長室でこの問題についてお話いたしました際にこの土地は纒まつて将来公共的に使用できる土地でもなく今日使用している人に利便を与えるためから早く処分すべきであるという個人的な御意見に基いてやつたものでなく私等の考えを肯定していただいておるわけでございます。土地を処分しなくとも外から財源があるといたしまする場合にやめたらいいんじやないかという御意見も一応御最もでございますが那覇市は山積された幾多のなすべき事業があるわけでございます。他に財源があるといたしまするならばその財源を成すべき他の事業にふり向けていくべきであるとこう思考いたしている次第でございます。

○赤嶺　慎英君

　ただいまの市長の御答弁によつておうよそ随意契約ということも検当がついいているような感じがいたします。違法的に埋立したということは十分に当時のことをひるがえつてお互いの生活を見ました場合にはこれもいた仕方がないものと考えられますので本員はそれについては了とするわけでございますが今回は第４回目だと委員長が御報告がありました通り４回売却の議案が提案されて否決になつたというふうな御報告があつたと承ております。

（「否決じやあない、可決ですよ」と呼ぶ者あり）

あゝそうですか、失礼、ではただいまの質問は取消します。

○宮里　敏慶君

　今先の赤嶺議員の御質問の中に公有水面の埋立という言葉が出ておりますがこれと関連してお尋ねいたします。さきほどの議会に売却処分する土地は区画整理地域内における替費地だと答弁なさつておりますがこれは那覇市が公有水面を埋立た市有地ではないのですか。

○市長（兼次　佐一君）

　私の方からお答えいたします。替費地は当然処分すべきものであります。しかしながら会計は別途でございます。替費地処分によるところの地料をただいま提案いたしてありますところの予算に入れることは絶対にできないのでございます。市有地となつておればこそ市有地であり、市によつて処分できればこそ一般会計の予算の中でこの提案をいたしておるわけでございます。従いまして区画整理事業のもつところの替費地ではございません。

○比嘉　朝四郎君

　委員長さんが側におるので質問しにくいんでありますがこと市民福祉に関する重大な問題でありますのであえて質問をいたします私前の本会議のときも質問いたしたのでありますが今回もこの議案は災害復旧事業費に充てるために出された議案だと思つております。だいたい災害復旧費という臨時的なやつを当初予算の中にいわゆる不用不急の費用をまづこれに充てて残りをいまやつた市有地の売却問題も出てくると思つておりますが委員会といたしまして当初予算にさかのぼつて不用不急の費用があつたかなかつたかどうか審議されましたかお伺いいたします。

○赤嶺　一男君

　当初予算をひつぱり出して款項目毎に検討したわけではありませんが不用不急の経費を削減して充てるべきであるというような意見も出まして一応の検討はしてあります。

○比嘉　朝四郎君

　私は不用不急の費用と申しますのは前にも私説明いたしました通り議会の交際費あるいは市交際費あるいは議会の今回計画されております内地への出張費のことであります。こういつたやつはですね来年もできることだからこういつたものはまづこれに充ててそれでなお足らんときは市有財産の売却も考えるべきだと思うがその点について委員長自身のお考えは如何なもんでございますか。

○赤嶺　一男君

　委員長自身の考えの披歴する必要はないと思いますが、ただいまの御質問の趣旨については一応委員会でただいまおつしやつたような議会交際費、市交際費あるいは行政視察費というようなものをあげて検討はいたしております。報告で申しあげました通りそういうような意見もありましたが採決の結果少数で否決されたということであります。

○比嘉　朝四郎君

　いわゆる財産の処分という問題と不用不急の経費を節減という問題の比重はどれが重いんでありますかその辺について委員長にお伺いいたします。

○赤嶺　一男君

　繰り返し申し上げますが委員長個人の意見がこの本会議においてどうこうというような影響力がありませんので時間を空費しないために申し上げる必要はないということを繰り返してありますがただいまの御質問の趣旨は結局どちらに比重があるかということの議論はされておりますが採決の結果これが通らなかつたということを繰り返し申し上げます。

○真栄田　義晃君

　この随意契約をすることにあたりまして市長は隣接地主を優先的に利便を与えるという立場からそういつたような随意契約の相手を選らんだということでありますが更にそれに対しまして赤嶺議員の質問これまで違法行為であつた人々にそういうような利便を与えると将来に禍根を残さないかということに対して情状的量するというそういつたような隣接地主を優先に取扱うということであります。ところで売却の相手方の中に例えば名前を申し上げますと前田朝信氏の場合この方の場合は同じく崇元寺地区１丁目地先を過去数回に亘つて売却されておるわけでございますがこの前の売却の場合にも本員の記憶するところではやはりその人に対して土地が売られたものと記憶しております。そうしますとどうも私が考えて過去にそういつた不法行為があつたにせよ当時の状況からして情状酌量といつてもやはり情状はあまり酌量しすぎているんじやないかと隣接地主に優先してあまりにも利便を与えすぎているんじやないかというような感じがいたすのでありますがその点について委員会において検討なさつたことはないのかどうかその点についてお尋ねいたします。

○赤嶺　一男君

　委員会ではやつておりません。

（「進行」と呼ぶ者あり）

○赤嶺　慎英君

　財政課長さんにお尋ねいたしますが安里川の治水工事ですね治水対策工事費に充当して売却された土地がこつちの参考資料の一覧表にあります１万７，５８７ドル３５セント１万９，６４４ドル０８セント、１万８，４８１ドル３０セント、１万９，２８０ドルしめて７万５，９９２ドル７３セントにはならないんじやないかと考えられますがこれにつきましてお尋ねしたいと思いますのは安里川の治水工事には幾らかかつておるか、それと同時に第２問として７万５，９９２ドル７３セントは売払つておりますが更にこれを仮りに売却した場合に後幾ら残るのか幾等のもうけがあり損失があるかということを御説明願いたいと思います。

○財政課長（宜野座　朝恭君）

　お答えいたします。安里川治水対策工事費７万５，９９２ドル７３セント出されておるという御質問でありますが数字的に今資料を持つておりませんのであとでお知らせしたいと思います。それからあとの２点はちよつと・・・・。

（「体憩して下さい」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　体憩します

（午后２時３２分　体憩）

（午后２時５１分　再開）

○副議長（大山　盛幸君）

　再開いたします。

○赤嶺　慎英君

　最後に今後の問題でありますのでお尋ねしたいと考えております。今日まで市有地がさきほど委員長が御報告がありました通りに５４万円の市有地が売却されております。ところがその使用の用途を見ました場合にほとんどが建設的な用途に使われているように見うけられます。反面今回の場合は台風災害のために万やむを得ない措置のために資産を処分しようというふうな議案でありまするがここでお尋ねしたいというのは今後の問題もありますので地方財政法の趣旨からいたしましても市有地の処分をするときにはすべて議会の議決を得て万やむを得ないときに処分するというふうに法の趣旨はなつていると思いますが那覇市の財政の年度半ばに至らん前に非常災害のときにも市有地を処分しなければこれがまかなうことができない、つじつまをあわせることができないというところまで追い詰められた財政状態であるかどうかこの問題はまだ予算年度半ばでありますのでつぎからくる議案あらゆる面に影響すると本員は考えておりますのでその点財政方面の担当部長さんにお尋ねいたしたいと思います。

○総務部長（崎浜　国宏君）

　お答え申し上げます。予算編成をする前に主管課といたしましては財源の捻出にあたつて調査したわけでございますがその調査の結果といたしましては今回はどうしても災害復旧に市有地を売却処分しなければならないという結論に達しまして今回売却処分するということになつておるのであります。なお予算の総計主義のいわゆる原則に従いますとなるほど一カ年の予算に亘つてこれを例えば年度半ば以降についての分はのぞいてとりあえずその面をふり向けてもいいんじやないかということにもなるのでございますけれども予算といたしまして１カ年間を全部才入も才出も見積るという原則からすればそういつたような措置は不当ではないと思うのであります。そういつた意味からいたしまして今回はやむを得ず市有地を売却処分にいたしたのでございます。



○副議長（大山　盛幸君）

　では質疑を打切り討論に入ります。

○黒潮　隆君

議案第７１号財産の処分についてこれに対する反対討論を述べたいと思います。これは去年の９月定例会と記憶をしておりますが現在提案されている地域これを一括して売却しようとしたときに特別議決によつて否決されております。そのために那覇市議会が始つて以来の才入才出が一致しない９万ドル余の穴あき予算を通しております。これは自治法違反であると我々は見ているし市長当局はこれを認めている以上やはりこの自治法違反を犯した当時の予算それから考えてみた場合に４回に亘つて切り売りされているこれは特別議決を免かれるための自治法の精神を踏みにじる行為だと我々は見ております。今回の議案を見た場合にも随意契約というふうになつております。市有地を売却する場合にはあくまでも随意契約ではなくして自由競争入札、公入札にすべきだという考え方に立つて今回も反対いたします。隣接地主に特別に恩恵を与えるということでございますがしかしながらこの議案を審議する中ではつきりしてきましたことは丙の１４６坪ここの隣接地主は古波蔵、下地、浜川というような３名の方々が市に対してこの市有地を買いたいという申し入れに対してこうなると自由競争入札をやつていかなければならないという観点に立つたと私達は考えておりますが泊通り会の方々にあつせんさせて泊通り会に随意契約で売却させるような方向に市当局がはこんだものと私達はみております。この埋立事業、都市計画に対して協力した方々だから自治法に違反してもそういう恩恵を与えるということを市長は申し述べておりますがこの人達よりも都市計画に協力し土地あるいは敷地を道路にとられて非常に困つている市民がたくさんおります。そういう方々も含めて競争入札にすべきだとこれが市民に対する福祉であり平等な考え方だと我々はみております。しかも以前にもこの土地をみて我々は主張しましたが財政課に対して土地を借してもらいたい土地を売却してもらいたいという市民が申し入れているということもはつきりしております。この土地を売却する賛成理由の主なものとしまして災害対策事業に振り向けるのでやむを得ないということでございますが我々としては土地を売らなくても災害予算を立派に組めるものだと見ております。こういうふうに市長は市有地しかも旧市街地附近には緑が少ないのであります。そういう所を緑地帯としてあるいは児童公園にするためにも子供の生命を交通地獄から守るためにも市有地をそういう旧市街地は緑が少ない地域は特に重要である確保すべきものだとみております。さきほど郵便局敷地云々の話がありましたがこれは政府において考えるべきものだとみております。さきほど市有地を売却しなくても災害予算を組めるという理由はここにあります。不用不急の経費議会費の中の交際費あるいは議員の特別旅費、市当局の役所費の交際費、予備費、さきほど継続審議になりました７４号議案の賠償金の問題これが継続審議になつたため当分支払わなくても済むようになつているため５，０００ドル余りが浮いております。こういうのを含めた場合は立派な災害予算、土地を切り売りしなくても組めるものだと思います。私達が主張するものは旅費の場合でも交際費の場合でも全部削つてしまうということではなしに３月までは完全に交際もできるように人情をもつて我々はこれを残してあるものとみております。しかも交際費を削らないで土地を売つて災害対策に充てるということは飲み食いはしながらでも土地を売るという結果になると我々は見ております。しかしこの交際費は勿論全然必要はないとみていないのであります。交際費はできるだけ節減してやるというのが立派な市政を運営するものだという考え方に立つております。ブロンズ像を設置する際にも４回に亘つて飲み食いをやつております御茶菓子ぐらいでするような話を酒を飲んでいるという事実然も交際をしなくても瀬長市長は市民集会所を一仙も使わないで貰つて居ります。事業費もやはり市民の財政あるいは港湾収入市場使用料、税金も交際はしなくても上つております。補助金その場合もそのようにみております。交際費は礼儀的なものだとみなければならない議会費これが現在２，３９７ドル残つております。

この中から、全部削るのではなしに１，０００ドル削りましようしかも正副議長の交際費も残してございます。全然触れておりません、特別旅費この場合にも５，０１６ドルの中から４，０００ドル削つて１，０００ドル残してやはり４名の議員は今でも出張できます。こういう観点に立つて土地を売るべきじやないと思います。市交際費の場合は７，５７７ドル７１セント残つております。市長交際費、助役交際費も残してその中から５，０００ドルは削ろうという考え方ですだから３月までは兼次市長は１２月いつぱいとしかみていないが（「笑声」あり）

交際はできるものとみております。予備費が２，６７０ドル３０セントその中から１，９７４ドル削り更にさきほど申し上げました賠償及び償還金これが５，４１２ドルこれを合計しますと丁度土地を売却代の１万７８６ドルという金が浮いてくるのであります。やはり土地を売却しなくても幾らでも、重要な市有地をもつと有効に使うために残して更に不用不急な経費をかつ災害予算に充てた方が立派な予算が組めるものという観点に立つて土地売却に対して反対いたします。

○又吉　久正君

　賛成討論を致します。この売却につきましては去つた台風２３号の被害の総額が４４万２，０００ドル余りも上つておりましてその復旧災害に充てるという意味合に売却しなければならないということから提案があると思料するのであります。然らばその復旧事業例えば護岸排水にしてもそれ相当の欠壊をしているそういう欠壊している所を今の中に修理しなければいけないということであります。その修理費が２万２，０００ドルも上つているその他にいろいろと農水関係とか沢山ありますけれどもまづ欠壊をしてくるその土木工事というのは例えば病気と同じだとみているのであります。道路がちよつと壊われたつぎはその３倍も４倍も壊れてきているそういう個所を早くなおすということが最小限度にくい止める被害を最小限度にくい止める方法じやないかと思料するものであります。もしもそれを放つておいたならば来年再来年暴風時期になると今２万２，０００ドルで出来るのがあるいは１０万ドルでも出来ないんじやないかと思料いたすわけでございます。もうひとつは該土地は５６年の埋立地であります。その埋立をするときに私達当時真和志の議会では反対したわけでございます。というのはこの安里川下流の巾員が大部狭くなつたそれを那覇市が埋立工事の申請をしているために真和志議会では反対したその巾員が狭くなり浸水するおそれがあるというのでこれを反対し続けたのでありますが当時の都計課長が真和志議会にみえて分水、汐渡橋において分水し浸水させないような話もありましたので認めたような恰好でございまするが当時この巾員が相当大きかつたそしてその河川の上流においてはその影響か分りませんけれども相当欠壊し続けてきているいくらなおしてもなおしてもまだ十分出来ないということでございます。それで今度随意契約になつておりますがさきほど当局から説明もありましたがその土地は非常に浅瀬であつた終戦後その附近の工場関係の方々がそこを幾等か埋立して広つぱにして仕事をやつていたので勿論違法埋立ではあつたけれどもその後に那覇市が埋立申請をして埋立完成したのじやないかとこう思料いたすのであります。そういう観点に立つて今まで３回も売却しておりまするがそういう理由でまずこういう方々の那覇市の埋立申請しない前でも幾等か埋立をしていたから恩恵を与えるべきじやないか、優先権を与えるべきじやないかという観点もあつたと私は思うのであります。そういう点からしましても随意契約にしても何等悪くはない、もしもそれが評価において他よりも大部安く評価したならばそれは違法行為とみなしていいけれども相場においても評価委員会を通じてそして正当な評価で処分されるそういう意味合からも何等そこに随意契約に対してもさしつかえないんじやないとこう思料いたします。もうひとつはこの同じ埋立地の南岸は５７年の１月４日に３，２２７坪７合５勺これが売却されているのであります。同じ埋立地であり一挙にこれを３，２２７坪７合５勺売却しているその売却が１７万６，２１８ドル７９セントそれでその埋立地の起債返還をなしているそういうふうにして土地の売却ということは勿論好ましいことではないのでありますけれども万やむを得ないときにはこれも売却して応急の措置も構ずべきじやないか５３年３月５３年の２月以来土地売却しているのが１万９，０００余でございますがその中国場川の埋立地が７，２４２坪余り売却されているがそれは当然償還源に充てるということなどその他を計算してみますというと兼次市長前には５カ年間で９，７９８坪９合４勺それだけ５カ年の中に前市長が売却している５カ年間で９，７９８坪７合４勺売つている兼次市長において４カ年間で幾等売つているかというと国場川埋立地を除いて２，０３５坪ということになつております。そういうふうにしてこういう土地造成もしている然らば土地造成においてはどういうふうになつているかこれも入れなさいということならこれもいいその計算のやり方が土地造成においてどうなつているかと申し上げますと３万４，５６３坪余りの土地の造成をされている取得されているその中に売却されているのが１万３，４６９坪でさし引き２万坪余りそれが土地造成をしている。戦前の土地を売つてその災害復旧に充てるじやなしそれを差し引いてもわずか３カ年４カ年の間で差し引き２万坪余りそれを評価額にしたならば５０万ドル近くもなり４９万７，９００ドルという数字がでてきている。そういうふうに土地造成もみていくら造成していくか又不用不急の場合は４０１坪を売つて応急対策に充てるということも何等そこに結論的にいうと悪くないんじやないかこう考える次第でございます。勿論災害対策としましては不用不急の費用を廻すべきということについては本員も賛成するがしかしながらさきほども市交際費それも削減する市交際費もやるということでございまするが勿論やると又更正しなければいけないんじやないかこう考えるもししないとするならば市長は市の交際費もなくなると市長室に閉じ籠つておけというのと何等かわらない（「飲めなくなる訳ですよ」と呼ぶ者あり）こういうふうに・・・して次はすでに市長選挙も迫つているどなたが市長になるか分らないがそういうときに我々議会としてその交際費を削るとなると良心的にも許しがたい。つぎに当選する人は市長室に閉つておけと宣言したのと同じであるというふうな考え方にてそういうふうなところから削るということはあまり芳しくないと思料する不用不急で廻すならば勿論職員の旅費、特別旅費これは両手を挙げて本員は賛成するそういうふうな方法でやるべきもんはやり、そしてこの売却において１万７，０００ドルを売らないで無理やりに修正するならば変ちくりんな恰好になるであろう、又この土地を置いておけばいくら使用料が入るかというと全部やつた場合は１年で８１８ドルの使用料が入るとするその使用料をとるのとあの災害対策をやるのとどつちがおもりにかけた場合はどつちが比重があるかということも考えなければならないんじやないかとこう考えるわけでございます。勿論予算でやるのはいくらでも不用不急はできないということはない、出来ないということはないけれども議決予算で議会の慎重なる議決によつて通つている、しいてそれをやるならば、さきほどいつたように議長も市長も議長室、市長室に閉じ籠つておれということになる。本員はつぎの不用不急しいて言えば議員の旅費それを廻すべきであるそういうことであれば私は両手を挙げて賛成するこういうようにいたしまして以上申し上げました通り那覇市には造成すべきのは沢山造成して、場合によつては幾らでも売却して充てるというのが自治法のあり方である戦前の土地をぢやんぢやん売るということには反対するしかしながら差し引いても２万坪余りの土地造成している、そういうふうな観点も考えて土地売却においては反対すべきのと賛成すべきのと考えるべきじやないかと本員は思うのであります。以上の点を申し上げまして賛成いたします。

○名城　嗣夫君

　ただいまの３番議員の土地を売らなければ台風災害は出来ないといつたような感を受ける討論をなさつておりますが本員は台風災害において当初に提案理由として申し上げましたように不用不急の予算があればできるだけそれを廻わしてそれを不足の場合に最も貴重な市有財産を売るべきであるという観点に立つておる者でございます。市有財産はあとこれだけ売つても２万坪３万坪も残つてるというよりもまだ５万坪１０万坪残していくそういつたもので市の財源を更に災害面におり込む方法を当局は考えるべきじやないかと思うわけです。それで当初予算の方からも十分本員の意図する不用不急の経費でもつて十分土地は売らなくても計上できるというめどに立つて本案に反対するものであります。

○渡口　麗秀君

　台風２３号テルダは沖繩本島に猛威をふるいましてすぎ去つたのでありますが特に南部地区におきましては台風の目が通過した関係で那覇市民の受けた被害は莫大なるものがございまして当局の御調査によりますと４４万余ドルをあげておられます。この災害復旧の対策とあるいは救助対策につきましては当然那覇市の責任者である市長がその被害を受けた市民を救助することについて立派な対策を構じなければならないということは論をまたないのでございます。私達市会議員の立場からいたしましても市と協力いたしまして最善を尽さなければならないと考えておるわけでございます。台風通過と同時に私は兼次市長が災害の復旧対策あるいは救助対策については新議会と協力一致して立派な救済対策を構じたいというようなこと、又あるいは臨時議会を招集して議会と協力一致して立派な対策を構じたいというようなことが台風通過と同時に新聞紙上やあるいはラジオを通じて報道されるんじやないかというふうに期待をしておつたわけでございますが遺憾ながら市長さんは臨時議会の招集のことについてなんの意思表示もなかつたのであります。ところが私といたしましてはこれはどうしても市長さんが招集しそうであるけれども待てないというような気持をもつておりますときに純無所属クラブの金城力夫議員、名城嗣夫議員、楠見長礼議員、武村朝良議員の４議員が災害復旧のための臨時議会を速に招集すべきであるというような見解を新聞紙上に発表いたしまた。更に彼ら４議員は積極的に各派の議員にはたらきかけまして臨時議会の招集の手続きをとりここに臨時議会が１６日からもたれたのでございますがこのことにつきましては那覇市政において近来にない美談であると本員は思料するのであります。誠に潜越な言分ではございますが先輩議員の１人として４名の議員の各位に対し立派な政治活動に敬意を表するものでございます。以上申し述べまして財産処分のことについて反論に入つていきたいというふうに考えております。（笑声あり）

市長は議案７１号財産処分についての案件を議会に提案しておられますがこの財産処分の目的は崇元寺町の４００坪の市有地を売却してその売却代金の１万７，０００余ドルをもつて災害の経費に充当するというそういう意味で市有地を売却するというようなことを申し述べておられますがこの提案理由では市政について十分勉強する暇のない市民の中にはあるいは金がなければ市有地を売ることもやむを得ないんじやないか、他の予算でやりくりつかなければ仕方がないだろうというふうに中にはお考えになられる方がおられるかも知れませんけれども直接市政にタツチしている我々議員としてはこの考え方には納得いたしかねるものでございます。本員といたしましては１個人の経済生活の場合でもそれから公法人としての市の財政生活の場合においても財産処分、市有地の処分するということについては慎重にこれは検討しなければならないと考えるのでございます。もしこのような市民の貴重な市有財産が軽卒に処分されるあるいは個人の場合でもその個人の土地あたりが軽卒に処分されることがありますならば個人の経済生活の破綻あるいは法人としての那覇市の財政生活の破綻を一応考えられるわけでございます。こういうようなことで財産を売るということについてはあくまでも慎重でなければならないというふうに考えますけれどもこの度の市の災害復旧及び救助対策のための財源捻出については慎重になされていないんじやないかというふうに本員は考えるのでございます。慎重になされて居ないということについてこれも述べますけれども一応兼次市長が退いて本員が市長の座についたという立場においてこの問題について論じてみたいと思います。（笑声）もし本員が市当局の立場に立ちました場合にはまずこのような救助災害の場合に考えなければならないことは自分が使つている市交際費あるいは市交際費という問題についても慎重に検討すべきであると思います。そして再検討を加えました場合には市民の被害実状を明らかに示して観ずるならばその点について十分考慮をはらつて市交際費を節約すべきところは十分節約をやつてその余分の金を災害経費に廻すというように考えていくつもりでございます。そうしますと私といたしましては市交際費から５，０００ドルの捻出が可能であるんじやないかというふうに考えております。次に議会交際費につきましても同じ考え方によつて議会当局とも十分話し合つて了解を得まして約１，０００ドル位の財源の捻出ができるというふうに考えます。更に議員が日本に行政視際することでございますがこれも大変けつこうであります、又やるべきことだと思いますが災害の経費に充てるのと日本の出張する議会の議員の旅費と比較した場合に遺憾ながら行きたい場合でも災害の経費が優先するというような考え方におそらく議員各位みなたたれると思いますので市長さんその面について提案があれば喜んで応じたはずであります。その意味で特別旅費から４，０００ドルを削除することができると思います。更に非常災害の経費とかあるいは重要な支出がありますけれどもどうしても議会を招集する暇もないという意味におきまして設置されておりますところの予備費がございますがその中からも１，９７４ドル削除することができると思います。更にさきほど建設委員会の意見に出ました継続審議となりましたところの軍用地料の経費からでも５，４１２ドルをこの災害の経費に充当いたしますと１万７，３８６ドル丁度財産を売るだけの額があまり無理しないでそして事業費も削除することなしに、こういうようにして１万７，３８６ドルの経費が捻出できるわけでございます。以上のように財源捻出に努力をしてもどうしても足らないという場合には議会の承認を得て財産を処分するというような考え方にたつて成すべきであると本員は思料するのでございますがこのような手段を構じてこそはじめて市の最高責任者としての責務が果せるんじやないかと本員はそのように考えるのでございます。然るに兼次市長さん当局の幹部の方々は本員や比嘉朝四郎議員その他の議員の質問に対しまして６２年度予算から災害経費を捻出することは不可能であるので市有地を処分するんだというようなことを主張しておられますが本員の考え方といたしましては６２年度予算の再検討を拒否しているというような感じを受けるわけでございます。その事実はむしろ本員といたしましては災害復旧あるいは災害救助の美名の下に市有地を特別な人々に特別の形式で即ち随意契約で売るということについて兼次市長さんが夢中になつておる証拠ではないかと思うのであります。更に証拠をあげますと災害の経費と市の交際費といずれが市民のために優先して支出さるべきであるかというような本員の質問に対しまして自治法の精神や規定を十分理解しておられる前途有望な幹部の方が何等答弁をなしておられないというような事実があるのでございます。本員といたしましては何故災害復旧の経費が優先するとはつきり答弁しないで黙つておつたかということについては大変疑問をもつておりますがこの事実は如何に兼次市長が部下の幹部に圧力を加えて市有地を処分したがつておるんじやないかというようなひとつの証拠になると思います。又ある幹部の中には交際費も必要であると、２回私は同じ質問をしたのでございますが災害復旧経費のことになれば触れられずに交際費も必要ということを申し述べておられますがこれはあくまでも苦しまぎれの答弁でもつてむしろ兼次市長に忠節を尽すための発言ではないかと本員は考えるのでございます。このことは逆に申し上げますと主権者の住民に対しては誠に申し訳けのない発言となるのでございますがこのような事実からして如何に兼次市長さんが部下の職員に言いふくめて市有地を売りたかつているかが十分推察できると思うのでございます。結論に入りますが本員といたしましては市交際費議会交際費、日本への出張費は勿論のことその他不用不急の経費を節減して災害復旧事業費や救済事業費に充当してなお足らない場合であれば財産処分の問題について再検討をする必要もあるかと存じますが現在のような市当局の提案では市民の貴重な財産を守るという立場から当局の提案には直ちに賛成することは出来ないのでございます。以上財産処分につきまして本員の見解を申し述べたのでありますがもし市有地を処分いたしまして１万７，３８６ドルの災害復旧の経費に充当いたしまして市並びに議会の交際費を残したりあるいは日本への出張旅費等は何等義務的な経費でないのにこれを残しまして、残したというような結論が出ますと結果としては市有地を売つて市長が交際をするあるいは議会が交際をするあるいは旅行するというような結果が出てくるのであります。この結果が出ました場合には当然市民の多数の方々から市長ならびに議会に対しまして猛烈な攻撃が加えられるということは予測できるのでございます。このような財産処分案が議会を通過したらあるいは性格顚倒したような予算措置が議会を通過したということになりますとこれは那覇市議会の恥辱にならないともかぎらないのでありましてこういう点をお互十分反省いたしまして全員がこの財産処分の議案については反対して頂くように要望いたしまして反対討論を終ります。

（「進行」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　これで討論を打ち切り採決に入ります。本件につき先刻報告されました総務委員長の報告に御賛成の方挙手を願います。



○副議長（大山　盛幸君）

　少数でございます。よつて日程第３、財産の売却処分について市長提出議案第７１号はこれを否決することに決定いたします。

――――――――――　○　――――――――――

○副議長（大山　盛幸君）

　従つて先刻御報告いたしました泊前島通り会代表からの陳情は７１号議案が否決になりましたから関連する事件でありますので本陳情はこれを不採沢と決定いたします。

――――――――――　○　――――――――――

○副議長（大山　盛幸君）

　休憩いたします。

（午后３時４０分　休憩）

（午后３時５８分　再開）

○副議長（大山　盛幸君）

　再開いたします。４時になつておりますので時間を延長します。予算について各派の打ち合わせがあると思いますのでそれが総まるまでしばらく休憩いたします。

（午后３時５９分　休憩）

（午后４時２７分　再開）

○副議長（大山　盛幸君）

　再開します。日程第４、１９６２年度那覇市才入才出追加更正予算市長提出議案第７２号を議題として審議を行います。日程第３の財産の売却処分について市長提出議案第７１号が否決になりましたので総務委員長報告はその内容からしてその必要がなくなりましたので総務委員長の報告を省略いたしましてこの予算について休憩中に各派交渉で修正案の提案があるようでございますので代表の方から御提案願います。



○名城　嗣夫君

　ただいま日程第３の議案につきましては否決になりましたので第４については予算組替えの要求動議を提案いたします。否決予算は議会の方で修正権が及びませんので一応議会交際費これを１，０００ドル、議会特別旅費４，０００ドル、市交際費２，０００ドルで賠償費５，４１２ドルそれに予備費４，９７４ドル、しめて１万７，３８６ドルの金額が才出できる目途がついておりますので当局の方で修正して提案していただくよう要求いたします。

（「賛成」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　ただいまの動議は成立いたしました議長からもう一度御報告申し上げます。

議会交際費から１，０００ドル削除、議会特別旅費から４，０００ドル削除、市交際費から２，０００ドル削除、賠償金の５、４１２ドル、建設委員会で否決、継続審査になつたのでその儘継続、予備費から４，９７４ドル合計１万７３８６ドル、即ち議案第７１号の財産売却処分の総額と同じ額でございましてこの件につきましては賠償金だけは同議会において提案されておりますので削除できませんが残りの特に議会交際費、市交際費議会特別旅費につきましては提案されておりませんので当局の方でこれを修正の上市長から提案してもらいたいという提案でございますので本件につきましては質疑討論を打ち切りまして採決いたしたいと思いますが御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　御異議ないと認めまして採決いたします。ただいま８番議員の動議の修正案に御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）



○副議長（大山　盛幸君）

　全員異議ないと認めましてこの修正動議は採択いたします。よつて当局に御願いいたしますが本件を議会で議決しましたので修正して提案していただきますようお願いいたします。休憩します。

（午后４時３１分休憩）

（午后５時１３分再開）

○副議長（大山　盛幸君）

　再開します。先刻の議決につきましては数字的な誤謬があるようでありますので一応提案者からその訂正をしたい意向のようでありますので８番議員から訂正方の案を提案していただきます。

○名城　嗣夫君

　さきほど申し上げました５項目の中に数字に誤謬がありますので御訂正をお願いいたします。第５の予備費それを３，９７４ドルに訂正して頂きます。それから第３款の市交際費を３，０００ドルの訂正をいたします。

○副議長（大山　盛幸君）

　ただいま市交際費の２，０００ドルを３，０００ドルに訂正予備費の４，９７４ドルを３，９７４ドルに訂正の案が出ておりますが、ただいまの案を確認することに御異議ありませんか。　　　　　　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○又吉　久正君

　さつきの議決におきまして提案者に質問いたします。さきの動議の議決におきましては、議会費が１，０００ドル、市交際費２，０００ドル、特別旅費４，０００ドル、その他１万７，０００ドル余りの議決をしたのでありますが、更にあの議決は額において違つておるので修正するということでございますが一応議決した議案を更にここでやつた議決したものを繰り返しもつてきてここで更に同一のものを２回とできるかどうかその辺をお伺いいたします。

○名城　嗣夫君

　これは語謬訂正であります。総額において相違があればこの訂正は３番議員のおつしやるような結果になるかも知れませんが総額においては変りありません、それで議長の方でも取り上げてみんなに諮つておりますので全員に諮つてそれがよければいいんじやないかと思います。

○又吉　久正君

　全員に諮つて全員がよければいいということはこれは正しいことでありますけれども、しかし議会運営においては再議に一事不再議ということがありますがその一事不再議においてはこう書かれている議会において一度議決した議案又は同一内容の議案を同一議会中に再び繰り返して審議することは許されないと謳つておりますが一回議決したのを更にもつてきて更にここで議決修正議決をしたということになりそうすると本員は一事不再議の原則に反するんじやないかとこう解釈するものでありますので、それについて御答弁を願います。

○名城　嗣夫君

　さきほども申し上げました通りにこれはそういうことを３番議員がおつしやるとなれば議長が誘導したとしか言えません、ということは現在の修正の案に対して最初そういう案をもつてですねそれを要求するという見解に立つてやつたことを議長がわざわざ来られてこれをこうだああだと結局議長が誘導したと。

（笑声あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　休憩します。　　　　　（午后５時１８分　休憩）

（午后５時２３分　再開）

○副議長（大山　盛幸君）

　再開します。さきほど８番議員から少しむつとなさつたが議長が誘導したとおつしやつておりますが議長の誘導ではないと思料いたします。法的な、好意的な意見が悪意に解釈されたのは遺憾でありますが提案されたこと自体が提案者の信念をもつて提案されていると思います。なお今回の瑕疵あるところの議決の訂正も信念をもつての提案だと思料いたします。いろいろ一事不再議の問題と法的な解釈の問題もあると思いますが一応この問題はただいまの訂正の案を確認してそれを当局にその通り訂正を要求して当局の方から提案して貰うとそれによつて議会によつて正式に議決したいというふうにいけば予算の面もすむと思料いたします。確認することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　質疑を打ち切りましてこれに対しての討論も省略して釈決に入ります。

ただいまの訂正案に御賛成の方挙手を願います。

○副議長（大山　盛幸君）

　多数であります。よつてただいまの訂正案を確認することに決定いたしまして当局にこの訂正の下に予算修正を提案を要求いたします。休憩します。

（午后５時２５分　休憩）

（午后５時２７分　再開）

○副議長（大山　盛幸君）

　再開します。当局の参与退場のようでありますがはつきりした返事が来るまで議会は待ちたいと思いますがそれでいいですか。

（「賛成」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　確答が来るまでしばらく休憩いたします。

（午后５時２２分　休憩）

（午后６時４０分　再開）

○副議長（大山　盛幸君）

　再開します。当局の方で先刻議会で議決いたしました修正案の趣旨をくんで訂正の案が出来ているようでありまするので当局から発表願います。なお時間の都合でプリントにはできませんので案をその儘朗読させますから各員ひとつ御記録して貰うようにお願いいたします。



○総務部長（崎浜　国宏君）

　このことに関しましてはまだ数字的には市長のところへは行つて了解を求めてないのでありますが主管課の考えであります。しかしこれは一応は市長も主管課の方に任かしたというような恰好になつておりますのでそういう発表します。予備費の方で議会のさつき議決いたしました３，２４４ドルでありましたがこれは９７４ドルにしていただきます。結局３，０００ドル削減されるわけです。それから損害賠償の５，４１２ドルこれはその儘であります。議決したその儘であります。　　　　　　　　　　　　　それから議会から特別旅費等から４，０００ドルであつたものを更に１，０００ドルふやして５，０００ドルそれから議会交際費をその儘１，０００ドルであります。それから市の交際費といたしましては３，０００ドルであつたものを１，０００ドルふやしまして４，０００ドルそれから役所費の特別旅費を新らしく１，０００ドルを追加してございます。そうしますと合計１万７３８６ドルでさきの議決の総額と合うわけでございます。市の交際費を３，０００ドルから１，０００ドルふやしまして４，０００ドルであります。

（「数字は間違いないでしようね」と呼ぶ者あり）

間違いありません。これはさきの予備費の３９４７ドルといいますのはすでに提案された予算には５，９９５ドルがすでに減になつておりますので更にそれに追加されるということになりますので実際は９，０００ドル余りという計算になるわけでございます。９月１９日現在で８，０００ドル余りしか使つておりませんので予備費が超過して不足額が１０月１９日現在で８，２８１ドル３２セント残つておりますがそれから現在予算化されているものが５，９９５ドルで差し引きいたしまして２，２８６ドル３２セントになつております。それから３，９７４ドル議決になりました３，９７４ドルから２，２８６ドル３２セントを差し引いて１，６８８ドル６８セントが現実において不足ということになつているのであります。従つて予算措置はできないということになりますのでこのように訂正いたしましたならば訂正可能であるわけでございます。これはあくまでも暫定措置でありまして１２月までようやく保つというような考えで一応１２月の議会におきましてはこの不足分については又みなさんの御審議をお願いしたいという考え方でございます。予備費９７４ドル賠償額の方で５４１２ドルそれから議会の特別旅費で５，０００ドル、議会交際費が１，０００ドル、市交際費で４，０００ドル、役所の特別旅費１，０００ドル、合計１万７３８６ドルであります。よろしくお願いします。

○副議長（大山　盛幸君）

　休憩します。

（午后６時４５分　休憩）

（午后６時５５分　再開）

○副議長（大山　盛幸君）

　再開いたします。ただいま当局から提案された訂正案これには収入の面の第３款の第３項１目の崇元寺町一丁目地先埋立の１万７，３８１ドルを削除することを言うておりませんでしたので削除し、ただいま当局の訂正された才出の部を訂正案を原案として１９６２年度那覇市才入才出追加更正予算を認めたいと思料いたしますが訂正案を原案としてすることにして御審議ありませんか、

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

（建設委員会の項も入つておりますか」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　休憩します。　　　（午后６時５８分休憩）

（午后７時　２分再開）

○副議長（大山　盛幸君）

　再開します。もう一回申し上げます。才入の面の崇元寺町一丁目地先埋立地の１万７，８８０ドルを削除し、才出面については当局の先刻の訂正案これをひつくるめて７２号議案として当局の訂正案を原案としてこれを承認することに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）



○副議長（大山　盛幸君）

　全員御異議ないと認めまして１９６２年度那覇市才入才出追加更正予算議案第７２号は当局訂正案を承認することに可決決定いたします。

――――――――――　○　――――――――――



○副議長（大山　盛幸君）

　次、日程第５台風災害復旧・・・・・。（「緊急質問」と呼ぶ者あり）

○平良　真次郎君

　時間も遅くはなつておりますが一応当局に質問をいたしたいと思つております。と申しますのは９月議会におきまして質問いたしました浄水場の建設計画についての設計見積りが今日２１日まで、２０日までに出来るという御約束をしていた関係で一応開会中でございますのでその設計見積が出来たかどうかお尋ねいたします。

○助役（義永　栄善君）

　事務調整とボーリングの問題でちよつと手間取りまして２３日までは完結することになつております。２日だけ延びております。

○平良　真次郎君

　そうしますというと２３日に出来上るということになつておりますが着工は１１月２日と聞いております。そういうような意味におきましてこの議案が上程されなければ着工が出来ないということになりますがこの件について臨時議会を招集する予定であるかどうかその点についてお伺いいたします。

○助役（義永　栄善君）

　水道事業に関するかぎりにおきましては相当これは個々の問題から早急に設定していかなければならない問題であります。しかも着工に関しましては議会の議決を経て請負の締結ということになつていますのでぜひ臨時議会を招集しなければならないと思つております。

（「進行」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　日程第５台風災害復旧補助要請について日程第６台風災害保障要求方について、日程第７台風災害救援について以上３件につきましては類似した内容の陳情でありますので一括上程いたしまして経済民生委員会の報告を求めます。






○副委員長　（名城　嗣夫）

　只今議題となりました日程第５「台風災害復旧補助要請について」日程第６「台風災害保障要求方について」日程第７「台風災害救援について」審査の経過と結果について一括してご報告いたします。陳情の趣旨は３件とも類似の内容でありまして即ち、１０月２日の２３号台風「テイルダ」により甚大な災害を受けておるので、その実情をご踏査の上、「肥料や農薬の無償配付」並びに「市民税、固定資産税の免除」及び「海外から寄せられる救援物資の配付」「６ケ月分の食糧の援助」等、その実現方をお願いするという要旨であります。以上の４項目中第１項「肥料の無償配付」については第７２号議案で執行当局において予算措置がとられておりますし、農薬についても当初予算で既決されておりまして、第２項「市税の免除」の項目、総務委員会において審査がなされるはずであります。従いまして第３項の「海外から寄せられる救援物資の配付」第４項の「６ケ月分の食糧の援助」に関しては委員会といたしましても陳情人の意思も充分聴取のうえ、執行当局のそれに対する見解、意向も充分検討しなくてはならないこと、と陳情の内容は全那覇市にまたがる要素をもつておるので一段と審査の慎重性が要求される観点から時間をかけなければならないことになり、このことについて全委員意見の一致をみまして、それぞれの陳情は継続審査を行うことに決定いたした次第であります。以上、簡単に申し上げ３件の陳情につきましては、議会閉会中における継続審査をなさしめるよう、各位のご承認を得たいのであります。

○副議長（大山　盛幸君）

　ただいまの委員長報告通り議会閉会中の継続審査を認めるように要求しておりますが左様御了承願いますか。

○赤嶺　一男君

　ただいま総務委員会に報告がありましたが一応正式に総務委員会の方に分割付託しないとまずいと思いますが。



○宮里　敏慶君

　ただいまの案件と関連いたしますので当局にお尋ねします。今度の臨時議会は台風２３号による災害復旧及び救助対策についてでありますのでお尋ねいたしますが台風２３号の被害調査を見ますと家屋の全壊が１２８戸となつております。この１２８戸の中には困窮者で食糧及びお金もたくわえてない方々もおると思つております。

この全壊者に対して今日まで当局は応急措置として食糧等を救援したことがありますか。

○民生課長（中村　幸永君）

　お答えします。台風２３号が発生しましてその後災害救助法が実施されましたので政府の方としてはまだこの救援物資の配給あるいは仮設住宅の問題というふうな救助法による実施がなされておらないのであります。それでその救援に対してはまだやつておりません市としても別に扶助者に対してあるいは困窮者に対しては来月リバツク物資の配給あるいは又政府からの補助金の交付をやつておりますが災害に対してのなには別にやつてございません今度のなにがなされましたら実施する予定をしております。

○宮里　敏慶君

　台風による全壊者これは市としても一刻も早くやるべきだと私は思います。例をベリー区にとりますと、２カ所全壊が出ましたのでその２カ所の生活が非常に困窮者であり見るにしのびなく部落民が立ちあがつて食糧及び資材の提供をやつております。小学校の子供達が生徒会を中心にひとり当り２セント以上を、又学用品を集めている小さい子供も救援物資を集めてやつている状態であります。市として今まで政府の救助を待つてやるということは市として怠慢であるとこう思つております。そのために予備費も相当計上してありますので予備費からもでも一刻も早く救助すべきだと思うのであります。今度の救援に対しては那覇市の怠慢と思つておりますがこれについて・・・・・。

○市長（兼次　佐一君）

　常識的に考えましてただいまおつしやる御意見については同感でございます。ただいま御指摘されたことは将来においてかかる場合は専決処分によつてよろしいという御意向と承つていいかどうかお伺いいたします。もしそうであるとするならば専決処分によつてなぜやらなかつたという御質問と受けられるわけでございますが左様受け取つて御答弁してよろしゆうございますか。

（「進行」と呼ぶ者あり）

○久高　友敏君

　当局にお尋ねいたします。委員長の報告からいたしますと今度の台風によつて被害を受けたものつまり農家の陳情者に対しては肥料については予算措置をされておるからその他については継続審議がなされるというふうに報告されておりますがしかし一昨年のエマならびにシヤーロツトの場合に市会において本会議においては畑１０アールに対する肥料一袋というふうに決議したことがありますが今度の場合も陳情書の内容から見ました場合に肥料一袋というふうになつておりますが、しかしこれが漠然として一昨年のエマならびにシヤーロツト台風についても本会議では畑１０アールにつき肥料一袋というふうに決議されておりますが実質的には首里支所で内容を調べてみた場合に１０アールに対する１６キロの半分しかやつていないが今回の場合は１０アールに対していくらの配給が予想されているか。

○助役（仲原　英通君）

　今年は９アールにつき一袋となつております。

○久高　友敏君

　９アールに一袋というふうになりますがしかし一袋のキロ数はいくらであるか以前にも一袋というふうになつていたが実際には１６キロしか配給されていないが一袋は１６キロであるのかもう一回。

○助役（仲原　英通君）

　ただいま農水課長が会合に行つておりますのでその点はあとで申し上げることにいたします。

○久高　友敏君

　私の今の質問は普通肥料は４５キロと私は調べておりますがしかし１６キロしか配給されていないがこれは一昨年の話であります。しかし今回の場合も一袋であるのか１６キロ配給するのかこれを確かめるために私は質問をやつているのであります。市役所の一袋は１６キロを基準としての一袋であるのかこれをはつきり確めていただきたいために質問をやつております。

○副議長（大山　盛幸君）

　ただいまの答弁はできないと思います、所管課長がおりませんのでそれで継続審議になつておりますのでその点は委員会でやつていただきたいと思いますが。

○久高　友敏君

　この予算から見ました場合に委員長にお尋ねいたします。この一袋というのは４５キロを基準で委員会で受けとつたのかそれとも従来の１６キロを一袋として受け取つたのか委員長にお尋ねいたします。

○名城　嗣夫君

　これは一袋のキロ数については聞いておりませんが一袋の値段については聞いております。一袋２ドル２０セント（「４５キロだよ」と呼ぶ者あり）そういうふうになつております。

（「進行」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　ただいまの委員長の報告の通り継続審議にすることに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　御異議ないと認めまして日程第５台風災害復旧補助要求について日程第６台風災害保障要求について、日程第７台風災害救援についての３陳情につきましては議会閉会中の継続審査にすることに決定いたします。なお先刻２５番議員からの要望がありました通りなお委員長の報告もありました通り２項の市税の免除の件については総務委員会にその審査をさせるのが妥当というような報告もあり又意見もありましたのでその件は総務委員会に分割付託して御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　御異議ないと認めまして総務委員会に市税の免除について付託することに決定いたします。以上で全部の日程を終了いたしましたので閉会の前に市長の挨拶がありますので御静聴願います。

○市長（兼次　佐一君）

　台風２３号の被害に対する予算措置の必要から臨時議会を招集いたしましたところ諸議案に対して慎重御審議下さいましてありがとうございましたつきましてはこの予算の執行に当りまして早急に初期の目的に向つて実行したいと考えております。付け加えまして一言御了解を受けたいことは先刻の開会中におきまして６番議員が市長はこの台風災害に対する何等の意志表示をなさなかつたが市会の要求によつて議会が招集されたということの意味のことを申しておられたのでありますが６番議員は大変お忙しいのでお聞き漏しになられたものと解釈いたしまして私が意志表示をしたいということだけを申し上げておきます。議会招集の要求書は９日に受取りました９日の確か８時１５分だつたと思いますが市民の時間において具体的にこれを発表いたしております、今後いくら忙しくとも市民の時間の録音はお聞きになつて下さるようお願いいたします。

（「笑声」あり）

○副議長（大山　盛幸君）

　最後は笑つて終了することにいたします。これで第４７回那覇市議会を閉じることにいたしますありがとうございました。



（午后７時２０分　閉会）

上会議録を調整し署名する。

１９６　年　　月　　日




議員　　　　高良一　　㊞

署名議員　　又吉久正　㊞

署名議員　　友利栄吉　㊞
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